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      開 会 午前１０時００分 

下村議長 ただいまの出席議員は14名で、定足数に達しておりますので、これより平成26年第４回葛

城市議会定例会第３日目の会議を行います。 

 本日、議会だより用に議場内の写真撮影を行いますので、ご承知おきください。 

 これより日程に入ります。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりでございます。 

 日程第１、昨日に引き続き、一般質問を行います。 

 初めに、11番、阿古和彦君の発言を許します。一問一答方式で行われます。 

 11番、阿古和彦君。 

阿古議員 皆さん、おはようございます。議長の許可がおりましたので、私の一般質問をさせていた

だきます。私の一般質問は１件です。防災につよい街つくりということで、近年非常に多く

なっておりますミニ開発につきまして質問したいと思っております。詳細につきましては、

質問席からさせていただきます。 

下村議長 阿古君。 

阿古議員 葛城市内を見渡しますと、近年もそうですけども、非常に小さな区域の住宅開発が行われ

て、そういう住宅が目につくようになってきております。ミニ開発という言葉自身は、実は、

規定というものが余りありませんで、1970年の後半ごろから使われ出した言葉なんですけど

も、イメージ的には大体、市街化区域では1,000平方メートル以下、都市計画区域では3,000

平方メートル以下、もしくはミニ開発という言葉の中で、ミニ住宅ですとか小さな、100平

方メートル未満のお家でしたりとか、そういうようなものも皆ミニ開発という言葉で使われ

るみたいですけども、私の場合は、市街化区域の1,000平方メートル未満もしくは都市計画

区域の3,000平方メートル未満の、そういう戸数の少ない住宅開発についてということで、

質問させていただきたいと思います。 

 まず、葛城市内におきまして、ここ数年間の土地開発の状況、特に私の場合は住宅開発を

主に考えておりますけども、まず数年間の開発状況につきまして、どうなっているのかをお

聞きしたいと思います。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 おはようございます。都市整備部長の生野でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 ただいまの阿古議員のご質問でございます。開発についてという件でございまして、先ほ

ど来、質問の中でありましたように、3,000平方メートル未満とそれ以上で分けて、ここ数

年の開発状況をご説明申し上げます。 

 平成21年につきましては、3,000平方メートル未満が、開発が２件、戸数で27戸でござい

ます。共同住宅につきまして、3,000平方メートル未満が２件の、戸数が22戸でございます。

その他、店舗、工場等の3,000平方メートル未満の開発が６件、3,000平方メートルを超えて

をいる分が１件で、開発の許可申請処理件数が11件でございます。 

 平成22年につきましては、3,000平方メートル未満が８件で47戸、共同住宅が3,000平方メ
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ートル未満で４件の36戸でございます。その他につきましては、3,000平方メートル未満が

８件、3,000平方メートル超えているのが３件で、開発申請数は23件でございます。 

 平成23年につきましては、3,000平方メートル未満の分譲地が５件で、戸数が40戸、3,000

平方メートルを超えている分につきましては２件で、52戸でございます。共同住宅につきま

しては、3,000平方メートル未満で３件の38戸、その他につきましては、3,000平方メートル

未満で６件でございます。総数が16件でございます。 

 平成24年につきましては、3,000平方メートル未満が12件で92戸でございます。超えてい

る部分につきましては１件で、21戸でございます。共同住宅につきましては、3,000平方メ

ートル未満で１件の８戸でございます。その他につきましては、3,000平方メートル未満が

15件、超えている分につきましてが１件で、開発申請が30件でございます。 

 平成25年度につきましては、3,000平方メートル未満が17件で、戸数が139戸でございます。

3,000平方メートルを超えている部分はございませんでした。共同住宅で3,000平方メートル

未満が２件で28戸。その他につきましては、3,000平方メートル未満が18件、超えている部

分が１件で、総件数38件でございます。 

 平成26年につきましては、11月末現在をご報告させていただきます。3,000平方メートル

未満が４件で33戸。3,000平方メートルを超えている分につきましては１件で13戸でござい

ます。共同住宅につきましては、3,000平方メートル未満が２件で34戸。その他につきまし

ては、3,000平方メートル未満が７件で、総開発申請が14件となっております。 

 ここ近年の葛城市における開発の申請の処理状況は以上でございます。 

下村議長 阿古君。 

阿古議員 ありがとうございます。 

 平成25年をピークに非常に開発が行われてきたというのが、数字上わかります。その中で、

私が気にしていますのは、10戸とか20戸とかの3,000平方メートル未満の開発をされた場合

に、割合と道が行きどまりになったりですとか、例えば、雨水の水路といいますか、その排

水をということであったりとか、住宅地ですから、本来必要である公園だとかそういうよう

なものの整備が小さい住宅では、そういうようなものがなくてもいいという開発の仕方です

ね。 

 というのが、都市計画法、昭和44年にできたわけなんですけども、その中で、無秩序な開

発をしないためにということで、そういう法律がなされて、それを補てんする形で、開発許

可制度、これは県の認可ですけども、制度がつくられてきた。じゃあ例えば、その住宅地で

火災があったとした場合に、行きどまりの道が多いんですね。そうすると、一方方向にしか

避難することができないということが起こったりします。 

 それと、例えば、近くに公園があればいいんですけど、10戸、20戸でしたらよろしいです

けど、最近そういうふうな開発が連続的に、その土地をつながった形で開発されると、20戸、

30戸、40戸とふえてきたときに、本来、都市計画法でいえば、公園の整備であったりですと

か、調整池の整備であったり、要は雨水をためるような、そういう池の整備が、されるべき

要件になってくるんですけども、小さい開発を繰り返して、隣接して行うことによって、本
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来そのエリアとして持っておかないといけない設備なり施設なり都市整備ができてこないと

いうような懸念がなされています。 

 それは、法律上の問題でありまして、3,000平方メートルによってそれをじゃあ１年を区

切ってするとか、連続して１年あけてするとか、翌年するとか、こうやって年度割にされて

しまうと、そのエリアとして必要なものが整備されないようなまちづくりがされてしまう。

そのことによって、防災に対して非常に時間がかかったりですとか、環境が崩れていったり

とか、そういうことが起こっているような気がします。 

 まず、葛城市の開発の指導状況につきまして、お聞かせ願いたいと思います。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 ただいまのご質問の葛城市の開発の指導状況についてでございますが、何分許認

可権は奈良県でございますので、葛城市、開発の指導要綱というのがございます。それまで

に県の開発審査基準に基づいて、そういうのを設けておるわけでございまして、先ほど来、

議員おっしゃっておりますように、3,000平方メートルを超えるか超えないかで大きく開発

状況が変わってくるわけでございます。3,000平方メートルを超える場合につきましては、

公園が、３％以上の公園の施設を整備するということになっております。 

 なお、大和川の流域小規模開発雨水抑制対策設計指針に基づきまして、3,000平方メート

ルを超える部分につきましては、１ヘクタール当たり300トンの調整池を設けなくてはなら

ないというようになっておるわけでございまして、3,000平方メートルを超える開発業者に

つきましては、大きなこの調整池、公園の施設を整備をいただいておるわけでございまして、

先ほど来ご説明申し上げました分譲住宅、平成21年から3,000平方メートルを超えている開

発につきましては４件あったわけでございますが、いずれもそういう施設整備をしていただ

いて開発の許可がおりているということでございます。 

 なお、以下につきましては、先ほど来申されていますように、１年ごとの開発許可になり

ますので、例えて申しますと、2,990何々平方メートルとなりますと、先ほど申し上げまし

た調整池なり公園の設置義務はないわけでございます。その中で、年を分けて、２年、３年

と同じ場所で、最終的に大きくなるわけでございますが、それにつきましても、県の許認可

ということで、市としては今のところ、そういう中の処置はしてないわけでございますが、

このことにつきましては、高田土木管内４市４町あるわけでございますが、その中の開発担

当課長、担当者会で、事あるたびに県の方に、最終的な開発の面積で指導はできないものか

という申し出をここ数年間行っておるわけでございます。その中で、県も考え、検討いたす

という返事があるのみでありまして、今後も強く要望をしていきたいというように思ってお

ります。 

 以上、簡単でございますが、3,000平方メートルを境に大きく指導が変わるということで

ございます。 

 以上です。 

下村議長 阿古君。 

阿古議員 もうかなりの部分、おっしゃっていただいたんで、あれなんですけども、やはり問題点、
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一番の大きい問題点は、そうやって連続して隣接して開発がされてきているというエリアが

実際にあるということなんですね。そやから、これは、業者の何ていうかテクニックなんで

しょうけども、それによって最終的にそのエリアで3,000平方メートルを超えるんやけども、

年度割でいったら、その今言っているその基準に満たないから、そういうようなものを設置

しないでいいんだというそういうやり方をされる。そのことによって、非常に防災も含めて、

環境に、本来求めるべきよりよい環境のまちづくりができてこない可能性が高いということ

やと思います。開発許可制度、審査基準というのを、実は、県の方のやつも見させていただ

きましたけど、やはり、その3,000平方メートルがネックになりますね、見ていると。 

 それで、１つ提案なんですけども、葛城市は大和都市計画区域ということで、今、そうい

う3,000平方メートルという規制のエリアにはなるんですけど、新潟県の燕市、人口は８万

人ぐらいの市なんですけども、当然、その自治体でも、県の認可に対してはその市での開発

事業の事前協議申請書類を添付していくわけですから、それに対して要綱なり規則をつくっ

てるわけです。その中で、興味深いのが、「開発区域の面積が3,000平方メートル未満及び優

良住宅の認定を受けない場合などは、これまで行政との調整が不十分なまま開発がなされて

きました。今後は、快適な、住みよいまちづくり等秩序ある都市形成をさらに推進するため、

ミニ開発や開発許可を必要としない開発についても確認申請をご提出いただく前に相談して

ください」ということで、規則の中で、３年未満の連続的な開発地については、一体開発と

みなすということで、市の指導ができるような形をとってきてます。 

 本来、開発許可制度というのは、法律の中で、緩和された時点がありまして、2007年ぐら

いやったんかな、2000年過ぎたあたりで、県の方は、その地域で独自の条例を、緩和も含め

て、規制もしてもいいですよというような、県段階の方は、国の方から認めてるんですよね。

それが、市まではなかなか、きっと政令指定都市とか大きいところは当然認められるんです

けども、小さな市では認められないけども、ただ、そういう乱開発というか、本来、町並み

として必要なものが整備されないであるということに対して、何らかの手段が持てないかと

いうことで、市の独自の要綱なり規則で縛ってきているところがあるということなんです。 

 その辺の工夫というのは、葛城市ではできないのかというのがあります。というのが、葛

城市都市開発指導要綱、これがうちの市の事前協議申請書の作成のための指導要綱なんです

けども、その中に興味深いのがありまして、公民館、おっしゃるように、公民館の設置とい

うのはかなり面積が必要となるべき、法律上ですよ、都市計画法でいうたら１ヘクタールと

か、かなり大きなエリアの開発について、その集会所とか公民館を設置するべきものとして

るんやけども、葛城市では、意外やったんが、30戸以上で集会所を持ちなさいよというよう

な指導要綱を持ってるんですね。これはかなり、きついといえばきついと思います。多分、

そういう開発が過去において、多分行われてきたというか、その法律がなかった時点での話

やったのかもしれませんけど、集会所のないような戸数の多い住宅地があったために、こう

いう要綱をつくられたのかなという気もしてるんですけども。 

 こういう具合に、本来の法律よりかかなり縛ったような項目のあるところも葛城市の指導

要綱にあるんですよ。とすれば、例えば、3,000平方メートル未満であっても、翌年に1,000



－60－ 

平方メートルなり2,000平方メートルの開発をするであるとか、３年をかけて一体として開

発するべきを、もう業者の方で明らかにもう切り売りといいますか、区切って開発をしてく

るような場合において、指導要綱で縛ることができないのかというのが私の提案です。その

ことを含めまして、今現在の葛城市の指導要綱等、市の対策、当然、防災も含めて、雨水も

含めてどうされているのかというのをお聞かせ願いたいと思います。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 ただいまの開発の関係の指導要綱等についてのご提案であったと思います。 

 その中で、先ほど来申し上げました高田土木管内４市４町あるわけでございまして、県の

審査基準よりも厳しく一部しているところが大和高田市。これにつきましては、調整池につ

きましては、1,000平方メートルを基準として調整池を設けるように、ここ数年指導をされ

ておったわけでございまして、なかなか当初は行き届かなかったようなことも聞いておりま

す。近年、それが周知されて、1,000平方メートル以上であっても、3,000平方メートルを切

っておっても調整池を設けてるというように聞いております。 

 それに伴いまして、本市といたしましても、3,000平方メートル以下の開発につきまして、

ただし、1,000平方メートル以上なんですけども、雨水流出の抑制対策を図るよう指導する

ということで、なかなかやはり1,000平方メートル余りでは調整池というのが、当然、業者

の負担も大きくなるわけでございまして、道路の側溝等で対策を講じるように今現在、指導

を、昨年より行いかけております。それも、市として、そういう側溝を設けないと県への事

前協議は進達をしないという強い意思も持っておりますので、業者としては最小限していた

だいているというような現状でございます。 

 先ほど来申されております年を分けての開発についても、私も以前からそういう開発につ

きましては、業者の方にも指導等も行っておるわけでございますが、今、議員ご指摘のよう

に、指導要綱等を考えていきたいというように、かように思うわけでございます。そして、

それにつきましても、やはり高田土木管内の４市４町の中での協議も以前からしておるわけ

でございますので、それにつきましても、できれば土木管内でも統一できればなというよう

にも考えております。 

 そして、先ほど申されました指導要綱の中の第15条に公民館と集会所の設置の文があるわ

けでございまして、おおむね30戸以上と。なお、市が30戸未満であっても、認めた場合につ

いては設置しなさいということになっておるわけでございまして、過去に前例といたしまし

て、ちょっとたしか、今、記憶で申して申しわけないんですけども、忍海の京阪住宅、南新

町のわかくさ台、そして大屋の県営住宅が行いました新庄団地が30戸以上の開発で公民館を

設置しております。ただし、その公民館につきましては、地元の協議の中で大字で管理をし

ていただいております。 

 なお、30戸前後の場合でも地元と協議は行うわけですが、何分、公民館管理につきまして

は、全ての公民館、大字の方で管理を行っていただいておりますので、おおむね30戸ですの

で、29戸はどうすんねということに当然なろうかと思います。そういう場合については、地

元と協議もさせていただきまして、設置の分があれば設置をしていただいていると。近年、
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北花内地区でおおむね30戸というのが１つ開発あったわけなんですけれども、それにつきま

しては、近くにコミュニティセンターがあるということで、地元協議の中で不要という協議

も行いましたので、その開発業者には設置義務をしなかったという前例も１件ございます。 

 以上です。 

下村議長 阿古君。 

阿古議員 ありがとうございます。 

 部長もおっしゃっていただいているように、もうそういう懸念は多分あるんやと思います。

ただ、それをどうやっていい方向にしていくのかという１つの手法の問題やと思うんです。 

 特に、近年ですと、非常にゲリラ豪雨があったりですとか、もう東南海地震も叫ばれてだ

いぶ長くなってきていますし。例えば、じゃあ公民館であったり、公園であったりというの

は、避難所の１つになるべきものでしょうし、道が、僕はループ型の道が一番いいのかなと

いう気がしますけど、行きどまりの道でない方が、行きどまりの道の場合でしたら、当然そ

の道路幅ですとか、Ｕターンすべきエリアが９メートル以上、８メートルか、そういうよう

な法律で縛られていますから、そういうような形にしていくんやろうとは思うんですけども、

それよりかやはり、行きどまりにならないような形にしておくと、例えば倒壊等が起こった

ときの作業ですとか、火事があったときの消火の作業ですとか、そういうことを考えると、

そういうようなものを早い段階でやはり準備しておかないと、開発が非常に立て続けに行わ

れて、行われた後で、それを直すということは非常に難しいと思いますので、当然、葛城市

はこれから若い世代の人たちを迎え入れよう、人口をふやしていこうという方向で当然、ど

の自治体も考えられているんですけども、特に立地条件から考えますと、そういうことがし

やすい自治体ですので、ですからそういう法律の整備といいますか、国の方はやっている基

準の中で、県はその開発許可制度の中で、県はその協定書策定の指導、指導としてできる何

らかの手法をやはり考えておく必要があると思います。その辺は、今後、前向きに考えてい

ただけると理解してよろしいですか。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 ただいまの件でございます。 

 先ほど来、3,000平方メートル以下の開発の今後ということでございまして、さかのぼり

ますと、古くは開発の5,000平方メートルというのが当初は、もともとはあったわけなんで

すけど、基準が。それが、3,000平方メートルには県の方は下がったということでございま

して、当然、開発申請者が用地を購入されるにつきましては、国土法では、5,000平方メー

トルを超える場合については、国土法の届け出が必ず必要になってくるわけでございまして、

そうなりますと把握もできるわけですが、業者間もやはり3,000平方メートルを切った用地

の契約等が多く出ておると。農地転用についても、分けられておるということもございます。

その中で、本来やっぱり道につきましては、3,000平方メートル以上の開発につきましては、

全て行きどまりじゃなくして、先ほど議員おっしゃっているように、ループになっておる開

発がほとんどでございます。 

 その中で、やはり、地元大字にもお願いはしなくてはいけないと思うんですけども、当然、
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この開発につきましては、地元改良区さんの同意を得て開発許可がおりているわけでござい

ますので、今後、検討課題といたしましては、市街化区域と、市街化調整区域も第34条の11

項に規定されている地区につきましては開発可能になっておりますので、そういう中を今後、

内部的によく協議いたしまして、当然そういう要綱を改正するときには地元大字さんにも当

然、説明はしなくていけないというようにも考えておりますので、今後は区長会等とも相談

をさせていただきまして、よりよりまちづくりのためには、やはり議員おっしゃっているよ

うに、最終的な開発部分をもって協議を行っていただくというような方向をとるのが一番の、

今後、火災が起こったとき、救急車の場合、救急車等の進入にかけてもやはり解消もできて

いくと思いますので、以前から私も、おっしゃっていることは以前からも考えておるわけで

ございますので、今後、県建築課とも十分相談いたしまして、早い段階で指導要綱の改正が

できるように努力していきたいというように思います。 

 以上です。 

下村議長 阿古君。 

阿古議員 葛城市に来てよかったなと思ってもらえるというのは、やはり住宅環境であるとか、その

行政の体制であったりとか、その行政サービスであったりとかいうことやと思います。 

 その中で、今現在でしたらまだまだ農地があって、空間があるからいいんだけども、連続

した開発をしますと、本当に閉鎖された空間になってしまいますと、公園の整備やとか避難

所としての意味もありますし。公民館の設置は非常に厳しい要綱やと僕は思っているんです

けども、そういうようなものであったりとか道のとり方であったりとか、それから雨のこと

を考えますとやはり雨水の調整池の問題であったりとか、そういうようなものをやはり事前

に、そういうようなものを予測して準備しておく必要がある。できてしまって、建ってしま

うとそれをじゃあ撤去して、もしくはこれをちょっと下がってくださいみたいな形でやるの

は、非常に整備ができない。それが、ある意味ミニ開発やと思います。いち早い、そういう

指導の要綱をつくっていただけたらと希望して、私の一般質問を終わります。 

 以上です。 

下村議長 これで阿古和彦君の発言を終結いたします。 

 次に、６番、岡本 司君の発言を許します。一問一答方式で行われます。 

 ６番、岡本 司君。 

岡本議員 おはようございます。議長の許可を得まして、一般質問をさせていただきます岡本でござ

います。質問の内容につきましては、１点でございまして、地域活性化事業新道の駅につい

てであるわけでございまして、質問方法は一問一答方式で行わせていただきたいと思います。

質問の内容につきましては、質問席からさせていただきますので、よろしくお願いいたしま

す。 

下村議長 岡本君。 

岡本議員 それでは、一般質問させていただきたいと思います。 

 まず初めに、私は、地域活性化事業新道の駅ということで、３月にも質問をさせていただ

きました。この中で、新道の駅事業で、道の駅の部分、いわゆるこれは道路事業ですね。そ
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れから農産物直売所、加工所等の施設の部分、この分につきましては、都市計画法に基づく

公園事業で用地買収をやっていきました、あるいは施設事業も行っていくと、こういう回答

があったわけでございました。 

 ところが、白石議員の９月の一般質問の中では、生野部長は「公園事業は誤りで、都市再

生整備事業で実施するのが正しい」、こういうふうな答弁をされたわけでございました。私

は、半年もたたないうちになぜこういう事態になったのかということが、なかなか理解がで

きないということで、まずこの点をお聞きをしていきたいというふうに思います。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 ただいまのご質問でございます。 

 これにつきましては、９月議会に白石議員の一般質問にも、そして総務建設常任委員会に

もご説明をさせていただきましたように、平成24年３月に作成いたしました都市再生整備計

画によりまして、都市再生整備計画事業で道の駅交流広場事業ほかを、そして社会資本総合

整備計画事業で道路附属施設を建設するということの事業でございます。 

 当初、９月議会にもご説明申し上げましたように、平成24年３月当時から何ら変わってな

いわけでございまして、都市公園事業と申したことについては誤りがあると申したわけでご

ざいます。 

 以上でございます。 

下村議長 岡本君。 

岡本議員 部長の方から、誤りやという答弁があったわけでございますけども、部長とは、事前の打

ち合わせをなかなかする時間もなかったということで、詳細な打ち合わせはやっておりませ

ん。それで、今、こういう答弁をいただいたわけですけども、ちょっと時間をいただいて、

いわゆるおさらいといいますか、３月議会で私が一般質問させていただいて、理事者から答

弁をしていただいた、この内容について、もう一度説明させてもらいたいと思います。 

 この道の駅事業につきましては、当初は、農業構造改善事業に計画をされた。平成23年７

月には、道の駅建設計画では、道の駅事業と農産物直売所、管理事務所、加工所、展望レス

トラン等が一体で、国庫補助事業、国の補助事業ですね、いわゆるこれ55％の補助を受けて

実施すると、こういう説明もあったわけですね。 

 それで、私は３月議会にあえて触れなかったんですけれども、もう平成20年の時期に新市

の建設計画に基づいた都市再生整備計画策定業務、これを発注して、もうこの時点でこうい

う計画がされておった。これは、何やいうたら、尺土の駅前あるいは南阪奈を利用してどう

いうふうにするんだということで、この辺の整備を将来の都市構造図として、地場産業振興

ゾーン、クラインガルテンと花の里、ソバの花咲く里の位置づけ、いわゆる都市計画マスタ

ープランですね。これに基づく調査をやって、10億円の事業費がかかるんではないかないう

ふうな計画もされておったわけですね。 

 ところが、平成22年には、もうこの計画変更というのは、もう全然関係なしに、今、部長

の方も言われたかわかりませんけども、現在計画されている地場産業振興ゾーンの中に計画

変更されて、事業費を10億円から18億円に増額をして、敷地面積も３万平方メートルという
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ことで計画をされていったと、こういう経緯があるわけですね。 

 また、国の補助事業の申請についても、平成23年度にもう申請をすると。この時点では、

今、生野部長おっしゃったように、都市再生整備事業で実施するということは、我々委員会

には聞いてなかった。 

 ところが、平成23年度で、もう都市再生特別措置法に基づきます都市再生整備計画の業務

発注といいますか、これもなされておった。で、平成24年度の予算になって、初めて、地域

活性化事業費として当初予算４億9,830万9,000円、予算計上がされてきたわけでございまし

て、その後、何回か補正予算をされて増額された。 

 で、平成24年度末、３月の時点で、予算のうちで５億8,275万8,000円、これを平成25年度

に繰越し措置をされた。で、平成25年度に執行された金額４億7,575万8,000円。このときに

不用額が１億700万円出ておる。この執行額の４億7,500万円のうちの３億6,000万円ぐらい

が、用地費に使われておるんではないか。で、平成25年度で急に、用地買収がどんどん進ん

でいった。私は、なぜ平成24年度の用地の買収が進まなかったのか、私は３月議会のときに

疑問に思って、一般質問させていただいた。その一般質問の中の道の駅の事業の敷地は約１

万1,000平方メートル。あるいは農産物直売所、加工所等の計画面積が２万2,000平方メート

ル。この事業を分けて進めておられるんですね、というふうに質問をいたしました。そのと

きに、買収単価は幾らですかということも聞かせていただきました。これは、その当時の矢

間部長は、事業の途中ですので、単価とか、これは公表できませんよ、こういう答弁もいた

だきました。 

 また、道の駅事業の予定地の中に、瓦れき等が埋まっている土地があるんですよ。これも

指摘をしました。で、所管の委員会でも、副市長もまあ承知をしておるということもおっし

ゃってましたし、また、矢間部長に対して、その処理費を差し引いた金額で契約すると、こ

ういう答弁ももらっておるわけでございました。 

 そこから、私は部長に、この道の駅部分を除いて、２万2,000平方メートルの敷地、農産

物直売所、加工所等が計画されている用地、この分について、公園事業で買収されたんでは

ないですか、私は質問をいたしました。矢間部長は、都市計画法に基づく公園事業として買

収をいたしております、こういう答弁をされております。 

 そこで、私は、矢間部長に、用地はそういうことであるけども、もし公園事業として事業

を進められていくと、建物面積に制限がかかってくる。今、建物面積幾らということはまだ、

計画では出ていますけども、確定はしていない。で、敷地面積に対する建物面積、建蔽率で

すね。２％以内になっているけども、これは建ちますかということも聞かせていただきまし

た。で、矢間部長は、都市計画法の施行令で定められております売店、飲食店等が該当し、

市が計画している道の駅計画の施設については、これに該当しますと、これも明確に答えて

もらっております。 

 また、建築面積要件については、道の駅西側の盛り土部分も含めた範囲を公園区域とする

ことによって基準は満たされていますよ、こういう答弁もされました。私はそこで初めて、

この盛り土部分も面積に入るということを聞いたわけですけども、私は、この盛り土部分と
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道の駅というのは趣旨がこれは全然異なる、ということは、盛り土部分は吸収源対策事業で

やるということも聞いております。そういうことを言いますと、部長は、全然異なるんやな

いかと私は言うたわけですけども、市長の答弁では、国、県ともよく協議をして、公園事業

として実施することに間違いはございませんということで市長は答えていただきました。 

 私は、この盛り土部分の面積とあわせる事業というのは、事業手法が違うやないかという

ことも言いました。そのときに市長は自分の席で、理屈やないかということを３回、私にお

っしゃいました。これが、私が一般質問させてもらった概略です。 

 ところが、この９月議会に白石議員の一般質問があったわけですね。今、生野部長から話

しされましたように、このときの生野部長の答弁は、現在の計画は先ほど言われましたよう

に、平成24年３月に策定した都市再生整備計画事業、いわゆる旧のまちづくり交付金事業で、

道の駅交流広場整備事業1.9ヘクタール、社会資本総合整備事業で道路附属施設1.2ヘクター

ルを平成24年から平成27年までの４カ年計画をいたしておりますと答弁していました。また、

生野部長は、確かに横で聞いておりました、議事録も確認をいたしました、なぜ、公園事業

として答弁されたのか、私自身も理解に苦しむわけですと答弁しています。事業につきまし

ては、あくまで都市再生整備計画で行っております道の駅交流広場整備事業という事業名で、

都市公園とは、都市計画決定を行った場合のみで、公園の事業につきましては、公園事業で

はなく、あくまでも道の駅整備事業として実施してまいりますと、こういう答弁をされてお

るわけでございまして、また、市長の方も、今、生野部長が訂正させていただいたことは、

いろいろ打ち合わせする中で、公園事業という形で協議したところもあります。国、県と協

議する中で、錯誤もあったかもしれない。改めておわびをする。こういうことで市長はおっ

しゃったわけでございます。 

 このことについて、山下市長、私が言うたことについては間違いないですね。 

下村議長 山下市長。 

山下市長 岡本議員の質問にお答えをさせていただきます。 

 いろいろと経緯、丁寧にたどっていただきましてありがとうございます。もちろん、矢間

部長が答弁をさせていただいて、そこに私も矢間部長がやって、いろいろと頑張っていただ

いていろいろと考えて、事業手法を整えていただいているというところで打ち合わせをさせ

ていただいたと思っておりましたけれども、ただ、その中で、そのままでは事業ができない

ということがございました。改めて、９月議会でおわびを申し上げたところでございます。 

 ただ、大事なのは、いかに事業を進めていくか、それを住民の皆さんの税金を少なく事業

を進めていけるかということを念頭に置いて、させていただいておるということでございま

すので、議員の皆さん方をたばかってさせていただこうと思ったわけではなく、そのような

形で用地買収また事業計画等を進めさせていただく中での錯誤であったというふうに思って

おります。 

 以上でございます。 

下村議長 岡本君。 

岡本議員 今、市長の方からいわゆる大事なのは事業を進めていくとか、あるいは皆さんからいただ
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いた税金を有効に使っていく、これは確かなことやと思います。 

 しかし、私は、市長に言いたいのは、その補助事業、市長もよくご存じやと思います。き

のうの議員の質問の中で、私は奥野先生の秘書を９年間やってきたということもはっきりお

っしゃってます。そういう経験のある市長が、公園事業は誤りでしたでは、なかなか済む問

題ではないと私は思うんです。 

 ということは、今、尺土の駅前あるいはＪＲの駅前とか事業をやってもらっておるわけで

すが、このやっている事業の途中で、いや、この事業誤りでした。いや、これはこういう事

業が正しいのですと言われたら、我々としても、本当に、どの事業でやっておられるのかな

というふうな疑問を持たざるを得んわけですね。私は、決して市長をどうのこうのするとい

うことは思っておりませんけども、やはり、役所の中でいろいろ協議されて、公園事業です

と言われて、また、役所の中で部長がかわったら、都市再生整備特別措置法に基づく事業で

やっていますと言われたら、私個人としても、本当にどっちが正しいのかと、疑問を持たざ

るを得んわけですね。 

 そやから、私は、市長に失礼な言い方するかもわかりませんけど、本当にこれをただして

おかないと、今後の事業も本当に今の道の駅事業みたいにころころころころ変わっていかれ

たら、本当にどんな事業なのかなと私は思うんで、何遍も私は聞いているわけですね。 

 それで、この事業の中で、生野部長は道の駅の約3.2ヘクタールの用地買収について、社

会資本総合整備事業の中で、道の駅整備と道路事業、都市再生整備事業で買収したと、こう

いうふうにまた、生野部長は言われてるわけですね。矢間部長は、公園事業で買収したとこ

う言われている。生野部長は都市再生整備事業で買収している。これ、実際にどの事業で、

今、先ほど言いましたように、３億6,000万円余りの、平成25年度で急に用地買収が進んだ、

どの事業で買収をされたのか、部長、お聞きしたいと思います。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 ただいまの買収の件でございます。 

 これにつきましては、大きくは社会資本総合整備交付金事業、道の駅事業ということでご

ざいまして、その中で、駐車場、道路附属施設等につきましては、道路法に基づいて用地を

購入をいたしております。なお、施設の西側部分の交流広場につきましては、都市公園法の

適用で税務署協議等も行っておりますので、税の根拠につきましては、道路法と都市公園法

で買収をいたしております。 

 なお、事業部分につきましては、社会資本総合整備交付金事業と都市再生整備計画事業と

いうことでございます。 

 以上です。 

下村議長 岡本君。 

岡本議員 今、部長の方から、社会資本整備事業という言葉も出てきました。いわゆる都市公園であ

ろうと、都市再生であろうと、国の言う社会資本整備事業、この中には該当するわけですね。

今、部長おっしゃったように、道の駅、道路部分ですね、道路法に基づいて用地買収してい

る。で、あとの附属施設ですね、これは都市公園法に基づいたということで買収している、
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こういうことですか。もう一度、済みません。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 駐車場なり道路附属施設、地域振興等につきましては、道路法の適用でございま

す。 

 なお、交流広場、先ほど来申しました建物より西側につきましては、交流広場ということ

で都市公園法の適用を行っていただいております。 

 以上です。 

下村議長 岡本君。 

岡本議員 ということは、今、部長おっしゃるように、道の駅、道路法に触れる部分については、道

路法で適用していると。で、２万2,000平方メートルですか、この分については都市計画法

で買収していると、こういうことですね、今、おっしゃったのは。 

 いやいや、道路部分は、道の駅の道路部分はありますやんか。それは、道路法に基づいて

の事業やから、これで買収しているということですやん。で、２万2,000平方メートルの分

ありますやろ。私の聞き方悪いんかもしらんけども、いわゆる西側、附属というんか。この

部分については、都市計画法に基づく公園、そうではなしに、ただ公園事業として買収して

いると、こういうことですか。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 先ほど来、1.2ヘクタールと、あとは２ヘクタールの関係だと思うんですけども、

社会資本総合交付金事業の、補助率55％の分につきましては、1.2ヘクタールで用地買収。

買収のことを先に申し述べたいと思うんですけども。残りの、そこから西側の２ヘクタール

につきましては都市再生整備計画事業、旧のまちづくり交付金事業の40％で買収を行ってお

ります。 

 ただ、税務署協議の中での、租税特別措置法施行規則第14条第５項第３号イの規定に基づ

く協議につきましては、建物の部分は当然、旧のまちづくり交付金事業で購入した部分に建

物が建ちますので、その中に、道路附属施設なり地域振興施設が入るわけでございます。事

業の補助金の関係と、道路法と都市公園法との税務署の協議とは違うということでございま

す。 

 以上です。 

下村議長 岡本君。 

岡本議員 今、部長おっしゃるのは、端的に、道の駅の部分は道路法やと。その附属施設、２万

2,000平方メートルですか、この分については、都市再生整備事業ではやってるけども、税

務署協議は公園事業で、都市計画法でしてると、こういうこと。違うんかいな。もっとはっ

きり言ってくれ。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 申しわけございません。あくまでも、事業について1.2ヘクタールについては道

路事業、社会資本総合整備交付金事業、残りの部分につきましては、都市再生整備計画事業

で購入を行っております。 
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 ただ、税務署協議につきましては、当然、社会資本総合交付金事業については道路法でご

ざいます。そうして、都市再生整備計画事業の中でも、その中で、地域振興施設等が建つ底

地につきましては、道路法の適用をお願いをいたしたということでございまして、建物部分

から西でございますので、面積的には約1.何ヘクタールかなということになろうかと思いま

すが、その部分につきましては、都市公園法で協議を行ったということでございます。 

 以上です。 

下村議長 岡本君。 

岡本議員 いや、それでさっきから言うているように、俺、頭悪いかもしれんけども、道の駅部分、

さっきから言うてますやんか。これは社会資本整備でやってるわけやけども、55％の補助で

よろしいやんか。それは、税務署まだ触れるとこまでいかんかってんけど、先言われたから

ね。それは、道路法の事業でやりますよということで、税務署協議をしてるということです

やろ。そのあとの、いわゆる２ヘクタールの分はありますやんか、都市再生の中で。それが

今、言われてるように都市公園法で、言うたら、税務署との事前協議していると、こういう

ことをおっしゃってるのと違いまんのか。違いまんの。どのように解釈したらいいの。 

 その今、言うてる例えば２万2,000平方メートルの土地ありますやん。この部分は税務署

協議をするときに、都市公園法の公園事業で買収しますよとしてるんか。例えば、２万

2,000平方メートルのうちの例えば5,000平方メートルは、例えばこれですよ。あとの１万何

平方メートルは公園ですよ、こういう事前協議をしているということ。そんなことはできな

いのと違うか。 

 俺、税法にまだちょっと入っていってないさかいあれやねけど、先それを言われたら、こ

れ税法に入っていかないかんわけやけどね。だから、さっきの道の駅の、うやむやになって

しもうたわけやけども。 

 この税法になってきたら、租税特別措置法という法律があるわけですやんか。この中の、

公共事業をやっていく中で、協力していただいた皆さん方に税の恩恵を受けてもらわないか

ん。こういう規定があるわけですな。大きく分けて２つやと思う。金額はおいといて、租税

特別措置法の第34条の２、この条項に当てはまる金額は幾らやねん。例えば、第33条に該当

する金額は幾らやねん。こういうことが租税特別措置法に記されてるわけですわな。 

 で、その事前協議ということをおっしゃったわけやけども、この事前協議をするときに、

租税特別措置法のどの条文で事前協議をされているのかということを聞かないと、今、部長

おっしゃって、私、頭悪いんでね、理解できへんのかわからんけども。私は、恐らく、道の

駅事業の分はこの条文ですよ、附属施設の分はこの条文ですよということで事前協議をされ

ているの違うんかな。今、言いましたように２万2,000平方メートル、このうちの面積、例

えば、5,000平方メートルなら5,000平方メートルは、例えば道路法ですよとか、あるいは残

りの１万何ぼ平方メートルが公園法ですよとか。私はそんな事前協議はできへんの違うんか

なというふうに思っていますんで、その点をちょっとわかりやすく、私、頭悪い、市長から

勉強せいと言われたわけやから、頭悪いのでね、わかりやすく説明をしてください。わかる

ように。ややこしく説明されると私もよくわからんから。今、言ったように、どの条文に該
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当するかということを言ってもらったらそれでいいと思うわけですわ。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 租税特別措置法の施行規則第14条第５項第３号のイで協議を行っておるわけでご

ざいまして、これにつきましては、土地収用法の第３条第１項の中で、第１号につきまして

は道路法でございます。第32号につきましては、国又は地方公共団体が設置する公園、緑地、

広場等となっておるわけでございまして、その中での協議を行っておるわけでございます。 

 先ほど来申しておりますように、道路法の分につきましては、２ヘクタールの部分に道路

法に基づきます施設も建築を行いますので、2.2ヘクタールの中で、面積的には5、6,000平

方メートルあったと思うんですけども、その部分につきましては、道路法の適用で協議を行

っておると、そこから西側ですね、ちょっと今、正式な数字はあれですけども、２ヘクター

ルのうち5,000平方メートルが道路法ですと、１万5,000平方メートルが都市公園法という中

での協議を行っておるわけでございまして、あくまでも事業手法の２つと税務署協議は一致

はしてないということでございます。 

 以上です。 

下村議長 岡本君。 

岡本議員 ちょっと、こういろいろ説明してもらっているわけやけどね。もっと言うていったら、そ

の今、言うてる都市再生整備特別措置法という法律があるわけですやんか。で、今、部長お

っしゃってやる都市再生事業で事業をやっていきますということになってきたら、その都市

再生整備特別措置法、この中の条文に基づいて事業やっていかれるわけですやんか。 

 それで、この租税特別措置法の法律を見ていきますと、いわゆる都市再生整備事業特別措

置法、この法律にのっとって事業をやっていく、用地買収をしていくということになれば、

今、部長おっしゃってはる公園事業と同じ恩典にはならない。私は、これは法律しか読んで

ませんので、理解が間違うてるかもわからんけども、ならないと私は思っています。部長と

私の思いとが大きく食い違うように、私は思うんです。私は専門家違いますんで、解釈間違

うてるかわからんけども、もしも、私の言うてるのが正しかったとしたら、とんでもないこ

とになっていきますわな。 

 そやから、私は、今、言われている都市再生特別措置法という法律でいって、例えば底地

はいわゆる公園ですよ、上の事業は都市再生特別措置法でやりまんねんということはできな

いと思うんですね。 

 ですから、都市再生でいくのであれば、いわゆる底地も上屋も都市再生でいかないと補助

率が変わってきますわな。例えば、道の駅事業、道路法でいきまんねんということになって

きたら、社会資本でいうたら55％の補助金つくわけですやん。 

 ところが同じ社会資本整備の中で、都市再生整備事業でいったら、40％しかつかんわけで

すやろ。こんだけ補助率が違うということは、私は事業手法が違うと思っているわけですよ。

そやから、税務署の事前協議、今、触れられたけど、その税務署の事前協議の中で、今、言

われた都市再生特別措置法という名前が出てきたら、今、部長おっしゃるような、本当に地

権者の方にそれだけの恩典があるんかどうかということがこれ焦点になってくると思うんで
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すわ。私は、余り税法には触れないでおこうと思ったわけやけど。余り私も専門でないんで

ね。そやから、金額を言うとちょっと皆さん方にわかってしまってもいかんから、あえて金

額を言わないで条文でやってるわけですわな。 

 それで、今言ったように、もっとわかりやすく言ったら、税務署の事前協議、いつされた

んか知りません、平成24年度にされたんか、平成25年度にされたんか知りませんけども、い

わゆる事前協議をしないと買収ができないということは税の恩典が受けられないということ

ですわな。そのときに、税務署の事前協議にどの事業でやりますということを、必ず明記し

なければあかんわけですやんか。その中で、例えば道路法と都市計画法で事前協議されたん

か、あるいは、道路法と都市再生特別措置法で明記されたんか。ここに焦点絞ってこな仕方

ないんです、税法の話になってきたら。 

 私は、前段で道の駅がどうのこうのという話はしたけども、税法に触れられたら、もう一

遍言いますけども、道の駅のところはわかりますやん、道路法に基づく道路で、これは十分、

税の恩典を受けられる。ところが、都市再生特別措置法、この法律でいくということになっ

たら、私は道路と同じ恩典は受けられないと思うので、それをはっきりしないと、大きな問

題が広がっていっては困るから、私は聞かせてもらってるということです。もう一遍だけ。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 ただいまの岡本議員の、都市再生特別措置法の関係の件だと思うんですけど、こ

の都市再生特別措置法の中で、都市再生整備計画事業に基づく事業等を行っておるわけでご

ざいます。 

 先ほど来、そういう中での協議を行ったというように申しておるわけでございますが、あ

くまでも、協議は道路法と都市公園法でございます。 

 古くさかのぼりますと、以前にも私もこういう事業の中で、都市再生整備計画に基づく事

業を公園なり道路なり、区画整理等で行った経験もございます。当然、そのとき、岡本議員、

私の上司、副市長であったわけでございますが、その中でも都市再生の分について同じ協議

を行いまして、当然、今、笛堂の公園になっておるところにつきましても、都市再生整備計

画事業で事業を行ってきたわけでございますので、今、おっしゃっている件で、当然、税の

恩典の部分は当然触れておられませんので、私も申し上げませんが、その中で、以前からそ

ういう事業の中での協議も行っていたという例もございまして、協議については、これ平成

25年４月19日に、当時の担当が行ったわけでございますが、その中での協議があって、現在、

申告も終わっているということでございます。 

 確かに、道路法なり都市公園法とは別に、この都市再生特別措置法というのが都市計画法

の下にあるわけでございますが、その中で従来より都市再生整備計画に基づく事業は旧の新

庄町時代からも行っておりますので、その中での協議を担当が行ったというように私は解釈

しております。 

 以上です。 

下村議長 岡本君。 

岡本議員 部長おっしゃるように、以前も、合併前、都市再生で旧のまちづくり交付金事業をやって
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おる。これは私も知っております。そのときには、やはり税務署の事前協議、きちっと分け

ておったというふうに私は記憶しておるんです。もちろん都市再生あるけども、公園部分と

いうことで分けておった。都市再生だけでいきますと、いわゆる公園と同じ税の恩典は受け

られないというふうに私は思っております。 

 ここで、これ議論しとったら時間たつばかりですので、私も、一遍税務署の方へ行って、

どういう事前協議されているのかということも調査をしたい。今、ここで、そのときの事前

協議の情報公開を申請しても、事業の途中ですので、それは公表できませんという答えが返

ってくると思いますので、一応、その辺を一遍税務署に行って確認をします。ここで議論し

とってもなかなか前向いていかん話やと思いますので、そういうことをさせてもらいます。

もう、それでよろしいやろ。 

 一応、この道の駅の税につきましては、私、税法の方に入っていくつもりはなかって、ち

ょっと余り資料もないんで、一応、税法の方については、そういうような形で調査をさせて

いただくということで終わっておきたいと思います。 

 その次に、私は、この一般質問の中に、土砂災害についてということで明記をしてなかっ

たので、議会事務局長から、その明記してないものを質問してもらっては困る、こういう話

を受けました。ですから、私は、指摘というか、思いだけを述べさせてもらたいというふう

に思います。 

 この、防災面ですね。この新道の駅の事業、面積が３万3,000平方メートルということで

私、聞いておるわけですけども。今年の５月ごろですかね、葛城市が作成された、各家庭に

配られた防災ガイドマップ、これを配布していただきました。この中に、自分の住んでいる

ところの地図といいますか避難場所はどこですよというようなことを皆、大字に関係する部

分だけつけていただいたということであったと思います。 

 それで、この図面の中で、この場所を調べてみますと、南藤井、大屋、中戸、この大字の

中の図面があったわけですけども、この図面の中に今、計画しているこの場所、土砂災害警

戒区域、この網がかかっておる図面になっておるわけですね。土砂災害警戒区域、この指定、

いわゆる土砂災害とは土石流、地滑り、急傾斜地の崩壊、こういうことが土砂災害とうたわ

れているわけですね。そのおそれのある区域ということの指定がされている。このような場

所に、今、大勢の人が集まるわけですね。こういう網のかかっている場所に、本当に適地で

あるのかなということですね。 

 土砂災害防止法、これ皆さん方もご存じやと思いますけども、平成８年６月に、広島県で

30人以上の犠牲者が出たということの中で、国の方でこれを教訓にして、平成12年４月に土

砂災害防止法、これが施行されて、翌年の平成13年４月に法律できちっと決められた。いわ

ゆる土砂災害防止法、先ほど言いました土砂災害ですね。これは、その土砂災害から住民の

生命を守るために、土砂災害のおそれがある区域を明らかにして、警戒避難体制の整備や一

定の行為を制限することなどを行うことと明記しておると。こういうことで住民の皆さん方

にこの区域、警戒してくださいよということで周知をする。こういう場所です。 

 この基礎調査というのは都道府県が土砂災害によって被害を受けるおそれのある場所、地
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形や地質、土地の利用状況、これを調査するということになって、市町村と協議をして決め

ていくと、これが土砂災害防止法の基本であるわけですね。 

 このことについては、高田土木で今年、調査をされている。それで、土木でも聞いたわけ

ですけども、今年の９月、広島県で大きな災害が出た。これは、土砂災害警戒区域であって、

特別区域の指定がされなかったということで、今、県の方で、今、言っている、この場所に

調査に入られているということも聞いています。 

 また、奈良県の土砂災害のハザードマップ、これもつくられております。この奈良県の土

砂災害のハザードマップというのはどんなことを書いてあるのかと言いますと、この地図は

土砂災害のおそれがある場所の地形や地質、土地利用状況などを奈良県が調査し、その結果

に基づいて指定された危険な区域を示すものです。避難場所の確認など、日ごろからの備え

や警戒避難に役立ててください。また、大雨などの影響により身の危険を感じたら、この地

図を参考にして速やかに避難場所へ避難してください。こういう注意書きをして、県のハザ

ードマップができているわけですね。 

 県は、危険な場所ですよというふうに記しておる。先ほど言いましたように、この場所に、

こういう公共施設が本当に適正であるのかということを、私は疑問に思っていますし、この

地域、皆さんご存じのように昭和57年７月の末から８月の初めにかけて台風、いわゆる大雨

ですね、これで中戸川が氾濫をいたしております。この上流にあるわけでございまして、県

が示しますいわゆる土砂災害警戒区域、この中に入っておると。 

 本当に、こういう、市民の命を守る法の趣旨からして、この場所に本当に適当かなという

ことも思いますので、先ほど言いました税の問題、いろんな問題がありましょうけども、余

りどんどんどんどん焦って進んでいくのやなしに、私は以前から申してますように、やはり

一旦凍結をして、今、言いました問題等をきちっと解決した中でやっていかないと、今後、

やはり市民の皆さんに迷惑をかけるんじゃないかなというふうに思いますので、あえてこの

ことも指摘をして、ひとつ私は市長にお願いしたいのは、凍結をしていただきたいというこ

とをお願いをして、私は質問を終わっておきたいと思います。ありがとうございました。 

（発言する者あり） 

下村議長 山下市長。 

山下市長 さすが、あの土砂を積み上げるという新庄商事の工事をさせてほしいということに対して、

部下に早く決裁をするようにと当時、副市長の方が、早く決裁して県に進達をするようにと

いうことで言ってこられた方の発言だと、さすがだなというふうに理解をさせていただいて

おります。 

 自分たちで積んできたあの山を、自分が関係のないように……。 

（発言する者あり） 

下村議長 静粛に。 

 認めてます、私は、市長が答弁を行うことを。 

山下市長 自分がやってきたことをあたかも関係のないように、自分はただの犠牲者のように発言を

されている。本当に私は情けないなと思っております。 
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（発言する者あり） 

下村議長 静粛に。 

岡本議員 議長。 

下村議長 ちょっと待ってください。 

（発言する者あり） 

山下市長 今までのことをしっかりと議会の中で調査をされるということを言っておられますので、

それに私たちも協力をしてまいりたいというふうに思っておりますけれども、土砂災害に対

してはしっかりと県と協議をしながら、あの問題についてしっかりと工事をして、心配を減

らしていくということを努力をしてまいりたいというふうに思っております。 

下村議長 岡本君。 

岡本議員 私は、一般質問終わろうと思ったけど、いつも市長の方から、そういう話が出てくる。

我々には、一般質問にないことを答えてもろうたら困るという話があるわけで、市長は特権

があるのかわかりませんけど、今、市長おっしゃいました、この件につきましては確かに私

もその当時、副市長をさせてもらっておりました。副市長の仕事というのは責任はあります。

しかし、事務は誰がやっていくねや。いわゆる担当の職員が、いろいろ調査をしていただい

て、それで決裁が上がってくる。これが今の順序と違うんですか。その仕事を誰がしてたん

ですか。私が一人責任をとるんですか。一人、仕事をするんですか。 

 そういう、市長、人を軽蔑したようなことを堂々とここで言うてもろうて、何がそんな市

長の答弁でんねん。関係ない話ですやないかい。私がこれを答弁してくれと言うとるんと違

いまんがな。こういう地域ですよということを言うとるわけ。何関係ありまんねん。あんた、

いつでもそうですやん。わしにそれくらい前のこと、前のこと言われても。そら、あんた立

派やからね、何の落ち度もないですやろ。そやけど、何でもかんでも前のことを、前のやつ

が皆悪かってんや、そんな言い方ないですやんか。誰が仕事してきました。私は逃げません

がな。調査委員会つくるんなら、つくったらよろしいがな。市長も先頭に立ってやってまん

ねやろ。しっかりつくんなはれよ。そんな答弁ないでんがな。よう考えて一般質問せなあか

んの違いまんのか。そうと違いまんのか。最後の段階で、そんなけんか売るような話、しな

はんな。 

下村議長 もうその辺でおいといてください。もうこれ以上エスカレートすることは私は認めません。

これで、岡本 司君の発言を終結いたします。 

 ここで、暫時休憩いたします。 

      休 憩 午前１１時１７分 

      再 開 午後 ２時００分 

下村議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 先ほどの岡本君の一般質問での一連の発言については、後日、会議録を調査の上、不穏当

な発言があれば適当な措置をすることにいたします。なお、議場内での発言については秩序

を重んじた態度ある発言が要求されますので、議長といたしましても、理事者を含め、皆様

に切にお願いいたします。 



－74－ 

 それでは、９番、藤井本浩君の発言を許します。一問一答方式で行われます。 

 ９番、藤井本浩君。 

藤井本議員 それでは、私の一般質問に入らせていただきたいと思います。皆さんごらんのとおり、

私の質問内容につきましては３点でございます。葛城市の保有する布施城跡についてという

のが１つ目。２つ目は、もう何回も何回も質問を繰り返しております小・中学校の普通教室、

これに対するエアコン設置についてと。いわゆる夏の暑さ対策という意味合いを兼ねて、質

問を進めさせていただきます。３つ目ですけども、この葛城市10周年を迎えまして、そのキ

ャンペーンとして、すむなら葛城市住宅取得事業というのを10月から開始されました。それ

についてお尋ねをさせてもらいます。以下の質問については、質問席で行わせていただきま

すので、よろしくお願いします。 

下村議長 藤井本君。 

藤井本議員 それでは、３問の質問になります。質問も質問ですけども、時間も相手となりますので、

ご協力もお願いしたいと、このように思っております。 

 まず一番最初、布施城跡についてということについてお尋ねをいたします。 

 全国的に、今現在見れば、竹田城というものを初め、この山城というものが少し脚光を浴

びてきたのじゃないかなというふうに皆さん方も感じておられるし、私も思うわけでござい

ます。この場所につきましては、寺口から葛城山系に登った中腹、これに位置して、葛城市

の観光マップにも掲載され、確認をしていただくことができます。 

 私は、この布施城に興味を持って、ちょうど10年なるんですけども、この布施城周辺、ま

た、これに登る登山道の整備というものを中心に、ボランティアの団体を募って、ボランテ

ィア活動をしてまいりました。ここにおいでの、今現在おられる議員の中でも複数の方と、

どういう所なのかということで一緒に登っていただいたのを記憶しておるところでございま

す。 

 そういったボランティア活動の成果もあって、２年前、2012年、近鉄電車また南海電車主

催の金剛生駒紀泉ハイキングというのを計画されて実施されているわけですけども、ダイヤ

モンドトレール40周年記念、初秋の布施城から葛城高原へということで選ばれまして、近鉄

新庄駅から葛城高原までのハイキングというものを実施されました。近鉄新庄駅に約1,000

名近くの方が各近隣都道府県から、また各市町村からおいでになって、この葛城市を歩いて、

そこから葛城山に登られたというのを記憶しておるわけでございます。 

 歴史のマニアというんですか、歴史の好きな方、また、歴史家の方から言わせる位置づけ

というものは、中世の戦国時代、奈良県下、大和の国、300以上の山城というものがあった

わけですけども、布施城の規模というものは10本の指に入る。もっと有名なのが、落城して

いく山城が多い中で、この布施城というのは一度も負けなかった、落城しなかった。信長の

攻撃にも負けなかった。負け知らずの城としても有名であったわけでございます。 

 歴史的なところを数々述べていきますと時間もうたっちゃいますので、私が聞こうとして

おりますのは、こういう葛城市にある、葛城市が保有する、このいわゆる観光的な資源、ま

た歴史的資源でありますこの布施城跡についての、市としての考え方についてお答えを求め
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るものでございます。いわゆる今後の活用をどうするんだと、また、残すのかどうするんだ

ということを交えてご答弁いただきたい。よろしくお願いします。 

下村議長 田中教育部長。 

田中教育部長 教育部長の田中でございます。ただいまの藤井本議員のご質問にお答えさしていただ

きます。 

 まず、教育委員会としての考え方を私の方から述べさせていただきたいと思います。また、

その活用方法について、あわせてお答えをさせていただきたいと思います。 

 大字寺口西側山中に築かれました布施城についてでございますが、戦国時代に現在の新庄

地域を拠点とする武士、布施氏の築いたすぐれた山城跡として、葛城市の郷土史を考える上

において大切な史跡地の１つであり、また現在残る遺構の状態から、後世による開墾等によ

る地形の改変も少なく、良好な状態で現在にまで保存されてきていると考えられます。同時

代の奈良県内に築かれました城跡の１つとして、城郭研究の上からも非常に貴重な遺跡の１

つと考えられております。 

 なお、このような山城跡と考えられる遺構は、この布施城のほかに、市内には二上山雄岳

山頂にございました二上山城跡と、竹内峠北側の万歳山に築かれました万歳山城跡がござい

ます。いずれも戦国時代に築かれたすぐれた山城跡で、歴史の舞台に名を残す、市内に残さ

れた貴重な歴史遺産であることから、後世に伝えるべく、将来に残していくべき城郭遺跡と

考えられます。 

 幸いなことにこの３カ所の城郭遺跡は、山林地所有者により大きな改変工事をされること

もなく、現状保存のまま山林地として土地所有者のもとで管理されており、消極的のように

考えられるかもしれませんが、今後ともこの状態のままであることが、ある意味、埋蔵文化

財の保存上、望ましい状況であると考えており、未来への歴史遺産として保存されている状

態であるとも考えております。 

 次に、活用方法でございますが、積極的な山城跡を活用する方法としましては、遺跡への

道路整備等正確な城跡遺跡として実態を把握するための本格的な発掘調査とそれに基づく遺

跡の整備工事を行い、誰が見ても、かつてここが城跡であったとわかる遺跡の復元や説明板

の設置を行うことで、多くの市民の方に郷土に誇りを持っていただくとともに、市外からも

多くの城愛好者が訪れる史跡地となるとも考えられますが、積極的活用は多くの人が訪れる

ことによる遺跡の部分的な破壊を少なからずもたらしてしまうことや、その周辺山林地へ及

ぼす影響、そして現土地所有者の多大なご理解とご負担が生じてまいります。 

 また、整備遺構の維持経費の負担も市財政に対し、大きくのしかかり、リスクも大きいと

思われることから、困難が予想されます。最初に申し上げましたように、葛城市にとりまし

て貴重な歴史遺産の１つとして、将来に残していく必要性は大きいものと考えられますが、

その活用方法については、当地域にとってどのような方法が当該遺跡の最適な保存施策とな

り、土地所有者にとっても良好な財産保全となり、市民の郷土学習のスポットとなり得るの

か、時間をかけてじっくり考えていくことが必要かと思われます。遺跡という文化財の性格

上、より慎重さが求められてまいります。 
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 以上でございます。 

下村議長 藤井本君。 

藤井本議員 今のお答え、ご答弁からしますと、今のままを残す、これがすばらしい、発掘調査とか

して人がいっぱい来てしまうと、形が崩れてしまう、これにも問題がある、こういうご答弁

であったかというように思います。 

 それはそれで、１つの考え方であるかもしれません。以前に私がこの歴史を述べたときに、

また、古い、古いというか、議員は同じことを言うとるなと聞かれるかわかんないですけど

も、この布施氏が布施城を葛城山麓の中腹に建てられた。これと同時に、今、屋敷山公園内、

屋敷山公園に行きますと、新庄城跡という碑が残っております。この新庄城というのは何や

ったかというと、この布施氏が、いわゆる新しい城と、布施城が寺口の山の中に、山の中腹

にあるとすれば、いわゆる戦いはそこでやって、ふだんの住まいというのはこの屋敷山公園

内にあるところに新しい城というものをつくって、住まいをされたと、生活をされていたと

いうふうに聞いております。 

 新しい城、新城と書いて、しんじょうと読む。これが、我々の、私も近くに住む、新庄に

住む一人でございますけども、新庄という地名がついたゆえんだというふうにされているわ

けでございます。 

 この布施氏というのは、後に大和の国、戦国時代、大和の国を統一する筒井順慶という大

和郡山の武将とともに行動するわけですけども、私が好きなのは、この筒井順慶の統一にか

なり力を注いだ。松永氏という武将とこの筒井順慶とが戦って、筒井順慶というものが、非

常に窮地に落ちていった、負けが続いた。奈良県内、幾つもの武将がこの筒井氏を裏切った

わけですけども、この布施氏というのは、最後の最後までこの筒井順慶を裏切ることなく、

幾ら負けようとも裏切ることなく、この筒井順慶を布施城、寺口に呼んで、迎えてここで耐

え抜いたというふうにされております。その後、筒井順慶というものが大和を統一をするわ

けですけども、最後の最後まで一緒に戦って裏切らなかった。強い者につくというのではな

く、最後まで戦ったというところに、私自身、魅力あるわけでございます。 

 この筒井順慶、そんな覚えてもらわなくても結構ですけども、こういう筒井という名前は

大和郡山の人と、今、大和郡山に筒井という地名があるのも、残されているのもそのゆえん

ということでございます。 

 次の質問に入らせていただきたい。全国にもそういった山城というのはたくさんございま

す。地域の人でさえ知らない山城というのがたくさんございます。自治体というものが、各

自治体が埋もれた歴史的資産を活用するということで、山城を活用した自治体交流、意見交

換するということで、今、全国山城サミットというものが行われておりまして、奈良県でも

２つの市町村が入って、山城を観光資源として売っていく、こういうことを意見交換等もさ

れているわけですけども、この山城サミットについて、お考えというものをお聞きしたいと

思います。 

下村議長 田中教育部長。 

田中教育部長 ただいまの藤井本議員のご質問にお答えさせていただきます。 
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 全国山城サミット協議会が、平成７年から、山城が存在する全国の市町村や関係団体が情

報交換等を通して親睦と交流を深め、山城の保存方法や観光資源としての山城を生かした地

域の活性化を図り、潤いのある豊かなまちづくりを進めることを目的として活動をされてお

りますが、有名な兵庫県の竹田城など、我が国の山城遺跡の代表とする国指定史跡の城郭遺

跡でございまして、多くが積極的な遺跡整備、観光資源としての活性化、活用を表に打ち出

す傾向の山城遺跡を有する市町村の情報交換の協議会でございまして、本市の布施城跡の保

存活用について今後どのようにしていくのが最適であるか、まず慎重に検討した上で、当協

議会についても加入検討をすればよいのではないかと思っております。 

 奈良県内では、先ほど議員がおっしゃられたように、高取町や宇陀市が、この協議会の方

に加入されております。いずれも有名な戦国武将の壮大な山城跡でございまして、その城の

ふもとに営まれた城下町の様子も良好に残っており、城跡と城下町の景観一体を保存活用す

べくまちづくり活性化に取り組まれている地域でございます。 

 以上でございます。 

下村議長 藤井本君。 

藤井本議員 ありがとうございました。 

 ぜひ、私は、山城サミットに入っていただいて、今、申し上げたように、当時の武将同士

も、やはり戦いをした武将もいてる。また、仲よかった、今、先ほど筒井順慶というお話を

しましたけども、逃げ込んできた、葛城市の布施城に逃げ込んできた、それが最終、最後に

は大和を統一した、こういった歴史というのもお話をできる、また、意見交換をできる場と

して、山城サミット、ぜひ、前向きなご検討をしていただきたいなというふうに思います。 

 それでは、先ほど冒頭に申し上げましたように、私たちは、約20名ぐらいのスタッフとい

うのかボランティアグループで、山道整備いろいろなことをやってまいりました。しかし、

10年間やってきますと、問題点、いろいろなものにぶつかってまいります。やはり、これが、

私有地であるというところなんです。 

 いろんなことをやりたいな、例えば、椅子をつくりたいな、休憩されるのに椅子をつくり

たいなと。何かを復元したいなということにつきましても、やはりこれは私有地である以上、

限界というものがございます。これを今、10年たったところで、皆が感じておるところでご

ざいます。何とか我々の仲間で、もっと市に協力をしてもらえないものやろうかという声を

よく聞くわけでございます。私もそのように思っております。 

 そこで、私はボランティア活動、自分たちがやってきた経験を踏まえて、やはりそういう

ところに限界を感じて、市としての、いわゆる何か手助け、手だて、対応、もうその土地を

買いましょうというのも１つかもわからないし、いろんな考え方があるかというふうに思い

ます。この辺のところについてご答弁、お願いをいたします。 

下村議長 河合産業観光部長。 

河合産業観光部長 ただいまの藤井本議員のご質問でございます。今後の活用については、ボランテ

ィア活動にも限界があるということでございまして、土地の買い入れ等ができないかという

ようなことでございます。 
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 布施城跡につきましては、大変貴重な歴史的遺産でございまして、これを将来に残してい

く必要性は大変大きいものと認識をいたしておるところでございます。土地の買い上げや借

り入れとなりますと、史跡の範囲を特定することが必要となってまいります。現在、当該地

につきましては、地籍調査が行われておらないわけでございまして、土地所有者の特定がで

きないところがございます。 

 また、史跡の調査、測量を行いまして、どこまでが史跡であるかということが必要となっ

てまいります。その上、土地の所有者の理解、負担などの問題も生じてまいります。 

 このようなことから、市といたしましては、現状保存が一番望ましいと考えておるところ

でございます。 

 しかしながら、布施城跡の周辺につきましては、森林が荒廃している状況でございますの

で、今日まで積極的にボランティア活動を行っていただいておる団体にも協力をしながら、

今後は、山林所有者ともご理解をいただきながら、伐採を進め、周辺の整備に当たってまい

りたいと考えておるところでございます。 

 また、布施城跡に至る林道につきましても、これまでも整備は行っておるわけでございま

すが、引き続き林道整備にも当たっていきたいと考えておるところでございます。 

 以上でございます。 

下村議長 藤井本君。 

藤井本議員 今のご答弁ですね、現状保存がどっちにしても一番望ましいと、しかし、活動もお願い

したい。その活動のために、今以上というんですか、一層に、市としても協力してまいる、

こういうご答弁であったのであろうというふうに思います。 

 この件については、私も初めて質問をさせていただくわけで、お願いしたいのは何かとい

うと、もう少し目を向けてくださいということを言っているわけなんです。今、部長の方か

らございましたボランティア団体、我々がやっていることに、もう少し協力もしてやってい

くということでございます。今後、予算等にそれが反映されているのかどうかも見ながら、

私もお願いというものを続けてまいりたいというように思います。 

 布施城跡ということについて、今、申し上げているように、10年間ボランティアをやって

きたというのを、ある意味、自負しながら、何点かお話をさせてもらいたい、このように思

っております。 

 この布施氏、この戦国時代、布施という名前、この名前が今現在も葛城市内では、多くま

ではいかないけれど、幾つかのお寺で布施さんというお寺が多くございます。これは、戦国

時代の布施という一族の誰かが出家をされて僧侶となった。それが現在に残っているという

ものでございます。今も、この布施という、先ほど私が申し上げたように、布施氏というの

は、考え方を曲げずに戦い、負け知らずの布施氏ということを言いましたけども、これがお

寺で引き継がれているということをご理解もいただきたいなというふうに思います。 

 また、葛城市、話はちょっとずれるかわかりませんけど、一番多い名字は、名字ですね、

吉川さんという名字が葛城市で一番多いんです。これは、歴史博物館で学芸員さんらと話を

してまいりますと、これもまた戦国時代、布施氏の家臣に吉川氏という者がおられた。家系
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図等で一族であったということがうかがえる。いわゆるゆかりの名字であるというふうにさ

れております。本当かなと思って、私も分厚い、当時の新庄町史というものを調べてまいり

ましたけども、読んでみましたけども、布施氏の家老という中に、吉川、名前は忘れました

けども、何人かのお名前が載っていた。こういったことで、葛城市には本当に吉川さんとい

うお名前が一番多いんだということでございます。 

 歴史博物館に行ってまいりますと、この布施城跡の復元模型というものが、入ったすぐの

ところにございます。それだけ、昔から布施城跡というものは大事にされていたんだろうな

というふうにも考えられます。冊子を読んでみますと、布施城は全国的に見ても、最大規模

で最高水準のお城であったというふうなことが、そこに書かれております。こういったこと

が、私なりの布施城に対する思いでございます。 

 あと、１つ覚えてもらいたいのは、私は、余り人が入ると形状が壊れる、こういう話もご

ざいました。確かにそれは言えると思います。そうしたら、放っておくのがいいのか、手を

加えて守るのがいいのか。ここは今後の、きょうは結構ですから、今後の検討課題としてお

いといていただけたらなと、このように思います。守るという守り方。人を入れないのも守

るなら、人を入れてきちんとするのも守り方なので、ここはお願いしたい。 

 私は、このボランティア活動をしながら、よかったなというのは、布施城は中腹と言いま

したけど、そこから上へ行きますと、ダイヤモンドトレールというのが通っています。ここ

まで行くと、その道が、葛城市に入るのか大阪府河南町に入るのか、それは別として、天気

のいい日、また、澄み切った日には大阪湾が見えます。もっと本当に澄み切ったというのか、

天候によりますけど、明石大橋まで見えます。この山から、海のない奈良県から見えるとい

うのは、いわゆるハイキングコースとしても、何とか今後考えていただけたら、布施城を通

って、そういうハイキングコース、ダイヤモンドトレールがある、そこから海が見える。子

どもみたいな話ですけども、私なりの思いというものを述べさせていただきました。 

 次に入りたいと思います。次は、小・中学校のエアコンの設置についてということについ

てお尋ねをさせていただきます。もうこれは、皆さん方ももう何回目やというふうにお思い

やと思います。もうたびたび、このことについては申し上げてまいりました。 

 それでは、教育環境について、いわゆる冷房設備という観点で、暑さ対策、冷房設備とい

う観点で、このエアコン設置についてお尋ねをしてまいりたいというふうに思います。 

 この一般質問の通告書をお渡しするときに、公立学校施設の空調（冷房）設備設置状況調

査というのが文部省で行われました。これが、平成26年４月現在で発表されております。全

国の小・中学校の普通教室にエアコン、冷房がどれぐらいついているのかという調査をされ

ましたので、それに基づいて質問をしますよということを通告しておりますので、これにつ

いて少し、表でもつくってきたらよかったですけども、述べたいというふうに思います。 

 普通教室、公立学校の小・中学校、例えば、平成16年には、今から10年前は普通教室

6.2％が設置率だった。これが、平成26年度になりますと32.8％。約33％、３分の１の普通

教室についているという状況にはなっております。この10年間で５倍、ちょうど５倍です。 

 それでは、平成26年の前に調査をされたのが、表としてありますけど、平成22年、４年前
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ですね、このときは16％やった。この４年間で、２倍にふえている。教室数ですよ、学校数

じゃなくて教室数、２倍に、小・中学校の教室のエアコン設置というのがふえているわけで

す。 

 この、全国で３分の１といいますけども、都道府県別もそこに記載されております。北海

道なんかは余り必要ないのか、本当に低いレベルの数％しかない。北海道なんかは余り必要

ないのかなというような数字が出ております。東北の北の方もそういうことで。だから本当

に必要とするところでしたら、もう３分の１と言いましたけど、もっと高い率で設置をされ

ているんだなというのが今の現状。 

 ここで、質問させていただくわけでございますけども、今まで何回もこの質問をしてまい

りました。今、申し上げたように、ここ数年間の間に環境というものが大きく変わってまい

りました。葛城市は、質問するたびに、扇風機で頑張って、いろんな工夫もやっていくんだ、

こういうことでお答えをいただいておるわけでございますけども、きょう現在の考え方につ

いて、今現在の考え方について変化があるのか、その辺をお尋ねをしておきたいというふう

に思います。 

下村議長 田中教育部長。 

田中教育部長 ただいまの藤井本議員のご質問でございます。先ほどお示しをいただきました全国の

公立学校の空調設備の設置状況調査の結果についてということでございまして、平成22年は

16％、平成26年は32.8％ということで、率に直しましたら倍以上になっておるわけでござい

ます。 

 しかし、これを都道府県に鑑みますと、全国平均、普通教室で32.8％ございますが、奈良

県につきましては、やはり低うございまして、数％台ということになっております。しかし、

近畿の滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県の方をパーセントを見ましたら、50％、48％、36％

というようなことでございますし、また、暑い地域の四国地方でございますと、徳島で25％、

香川はちょっと高いですが81％、愛媛が4.6％、高知が13.8％ということでございまして、

全国的な率を見ますと、やはり奈良県が低いということでございまして、また、葛城市もや

はり地理的な、盆地でございますが、地理的なものも関係しておると思いますが、やはり比

較的、夏は温度としては涼しいかなというような形で思っております。 

 ということでございまして、葛城市ではこういう新市建設計画で進めてまいりました小・

中学校の耐震補強工事、これを優先的に取り組んでまいりまして、耐震化率が100％になっ

たわけでございます。 

 また、耐震化工事と同時に取り組んでまいりました大規模改造工事につきましても、基礎、

柱、はり、耐力壁などの保全、内装仕上げの劣化の改修、外装の劣化や損傷部分の補修と改

修、機械設備や電気設備の更新と改修、各種建築基準の法令適合のための改修等を主に実施

をしてまいりました。 

 また、バリアフリー化や強化ガラスへの改修工事、アスベストの撤去工事等によります児

童・生徒の安全性の確保などの改修を行ってまいりました。また、老朽化しました小・中学

校の建物を改修することにより耐用年数を延ばし、安全性、利便性、衛生性を確保すること
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を重点的に、リニューアルを基本として取り組んでまいりました。 

 このように、合併当初からの整備方針に従いまして児童・生徒の安全性の確保を最優先に

取り組んでまいった次第でございます。したがいまして、小・中学校の大規模改造工事での

エアコン等の電気設備等の設置や、太陽光パネルの設置など新規の設備の整備につきまして

は、子どもたちの安全性を第一と考えます耐震工事を優先的に実施してまいりましたので、

大規模改造工事では行ってこなかったのが現状でございます。 

 しかし、全国的に小・中学校のエアコンの設置の市町村はふえておりますが、葛城市とい

たしましても、全ての普通教室にエアコンの設置をするとなりますと、多額の費用が必要に

なってまいります。また、設置後に電気代や修理費用等のランニングコストについて、大き

な課題となってくると考えております。 

 このようなことから、小・中学校の普通教室へのエアコンの設置につきましては、より緊

急性の高い幼稚園の耐震化を優先的に進めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

下村議長 藤井本君。 

藤井本議員 いつもと同じ答弁をいただきまして。要として、先ほど言うたのは、ここ２、３年で急

激に、全国的に変わってきたという認識に、全国が変わってきた、暑さも変わってきた、そ

れに対応して全国の小・中学校も変わってきたという認識は持ってください。持っておられ

るやろうと思いますけど。 

 それと、耐震化を優先してきた。これは、もう評価もさせていただきます。大規模改造工

事、これも積極的に取り組まれた。しかし、この大規模改造工事の中にも、環境改善交付金

ということで、クーラー、いわゆるエアコンの設置も入っているんですよ。太陽光パネルの

設置も入っているわけです。もう少し、ご検討いただけなかったものかと。また、今までは

されてないんで、今後にお願いをしたいというのが、まだまだ私は言い続けなければならな

い、このように考えておるところでございます。 

 部長の今の答弁の中に、全国的には３分の１になる。今、大阪府や滋賀県とおっしゃった、

近畿でも50％を超えているところもあるし、非常に高いんだ、しかし奈良県が非常に低い、

こういうご答弁がございました。奈良県は涼しいとは感じませんよ。やっぱり盆地であって、

調べてくださいね。湿気が高い県ということで、湿気の高い県で調べていただいたら、奈良

県は上位に来ています。これは盆地やから当然のことやというふうに思いますので、ここは

考え方を改めていただきたいな、このように思っております。 

 ここに、今、おっしゃられたので、私も興味があって、新聞を残しといたんですけど、今

年の８月８日の奈良新聞１面に、奈良県、県内小・中学校エアコン設置率6.1％、西日本で

２番目の低さということが、ここで１面に載せられました。 

 今後、これは県議会でお話をされたということが主に載っておるわけでございます。全部

を読みませんけど、東京都では100％ある。100％になっているのに、奈良県は6.1％。 

 ここでおもしろいのは、各県議会の議員さんが三人三様のご意見を述べられています。こ

れをご紹介させてもらいたい。Ａ県会議員さんは、エアコン設置など環境が整えば、夏休み
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期間の短縮を考えてもいいのではないかという議論を述べられている。また、Ｂ議員さんは、

冷房環境を整えることと夏休み期間は別の話と、冷房を入れても夏休みの短縮ということに

難色を示した。こういうことが掲載されているそのままを読んでますよ。あともう一つは、

温暖化など高温が続く異常気象もあるが、ただ、日本には四季があり、その移り変わりとい

うものを感じることも大事ということで、三者三様のご意見だということで、今後、県の方

でも議論が進みますよということが、ここに載せられておるわけでございます。 

 そこで、少し、この関連したことで、話はずれるかもわかりませんけども、葛城市の学校

規則、平成24年度から夏休みを短縮された。このときに、これをされる前、私は、平成23年

６月議会議事録を読み直しておりましたけども、一人、もう猛反対をいたしました。その中

身はいいとして、夏休みを短縮するのを反対したんじゃない。環境も整えないのにだめだと

いうことで、反対をさせてもらったわけでございます。それを読んでみますと、奈良県で初

めての試みということでございます。私は、そのときに、きっと奈良県で後を追うてくる

小・中学校は、環境が整えば別ですよ、環境が整わずして、葛城市のように夏休みを短縮し

て２学期を前倒しにする、こういう学校は出ないと思いますよ、ということを述べたという

ふうに記憶もしておるし、議事録に残っておるわけでございますけども、それだけ奈良県民

の保護者の方、また、教育に関係する人は、暑さに対して敏感になっていると思うんです。 

 ちょっとお尋ねしたいんですけども、今、葛城市のように夏休みを短縮して２学期を早め

られた、私立のように冷房を完備しているところは別ですよ、そういう公立学校はないです

よね。学校はあるのかないのか、これだけ、本当に教えていただきたいと思います。 

下村議長 田中教育部長。 

田中教育部長 ただいまのご質問でございます。夏休みを短縮して実施しているというところは、条

例、規則等を整備をした市町村では、葛城市だけでございます。 

 ただ、県内にある市町村でございます、これは、まだ規則改正をしていないところでござ

いますが、１週間前倒しをされて実施をされて２年目のところがございます。この期間中何

をされているのかということですが、そういった授業内容としましては、復習を含めた勉強

ということで、また、特別活動としましては、マーチングの練習とか運動会の練習をその間

しているとかいうことで、給食の方、当然、ございません。なお、出席扱いとはなっており

ませんが、ほとんどの児童が登校して、４時間程度のそういったことをされておられるとい

うことで、そういう結果が出ております。 

 以上でございます。 

下村議長 藤井本君。 

藤井本議員 学校規則まで変えて、正式にやっているのは葛城市だけという答弁でした。市長にお伺

いしたいと思いますが、私は今、申し上げてる、もう３年、４年目に入るんですよ、この話

をさせてもらってから。それで、先に申し上げたように、全国的な流れというのは急変して

いる。ここまでふえている。市長はいつも大胆なことを、大胆というか、先々とやっていか

れる。どういうんですか、いい言葉で言うと魅力もあるわけです。ぜひやっていただきたい

なと思いますが、次の質問もあるので、本当に気持ちだけをお伺いしておきたいと思います。 
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下村議長 山下市長。 

山下市長 藤井本議員の質問にお答えをさせていただきたいと思います。 

 教育委員会の部長が答弁をさせていただいたとおり、今現在進めていかなければならない

ことを進めていく、その中でまた検討してまいりたいと思います。 

下村議長 藤井本君。 

藤井本議員 市長の、学校のいわゆる空調、暑さ対策ということについては、今のご答弁のとおり、

教育委員会にお任せすると、こういうふうなお答えであったであろうと思いますので、質疑

ですので、議論ではございませんので、次にまいらせていただきたい、このように思います。 

 ３番目の質問に入らせていただきます。３番目は10月から実施をされました「すむなら葛

城市住宅取得事業」について。葛城市に住むといいこといっぱい。葛城市で住宅を取得され

た方に２万円。こういったことで、発表されております。ここでお伺いをさせていただきた

いわけですけども、まずこれの取り組みに至った経緯、また、これの内容、対象者等も含め

てお伺いをさせてもらいたいと思います。きのうの質問の中で、答弁等に関係するようなも

のもございましたので、簡単にで結構でございます。 

下村議長 吉村企画部長。 

吉村企画部長 企画部の吉村でございます。よろしくお願いいたします。 

 まずただいまのご質問の、実施するに至った経緯でございます。葛城市におきましては、

合併以降、人口はこれまで微増ではございますが、また順調に増加しているところではござ

いますが、しかし近年、全国的に人口減少が叫ばれている中、本市も例外ということではな

く、危機感を持って昨年末より地域経済の活性化を図るために、定住促進のための施策を検

討してまいりました。いろいろ他市の実例も参考にいたしながら、まずは住宅ローンの利子

補給の検討から始まりまして、内容的に新築住宅だけの補助でよいのか、あるいはマンショ

ンや中古住宅に対しても配慮が必要ではないかなど、幅広く利用していただくことの検討を

してまいりました中、現在の、すむなら葛城市住宅取得事業補助金交付要綱となったところ

でございます。 

 対象者につきましては、転入の方だけではなく、人口の流出も考慮する必要があると考え

ました中、市内に住所を有する方が新たに市内で新築された場合、あるいは中古住宅を取得

された場合にも補助の対象としておりますので、一定の人口維持に効果があると考えており

ます。新築住宅につきましては２万円、中古住宅につきましては１万円の補助という形にな

っております。 

 以上でございます。 

下村議長 藤井本君。 

藤井本議員 私、こういうことに注目されたというのは、部長にもお話ししたけれども、よくやって

くれたと、私なりに評価もさせてもらってますということをお話をさせてもらいました。し

かし、ここに目をつけてもらったということについては、そのように思っておるわけですけ

ども、いろいろ意見も述べさせてもらわないといけないことがたくさんありますので、述べ

ていきたいというふうに思います。 
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 この事業の利用についての予算はどういう見込みをされているのか、お伺いしておきたい

と思います。 

下村議長 吉村企画部長。 

吉村企画部長 事業の見込みということで、お答えをさせていただきます。 

 現在、多くの問い合わせ等もございますけれども、また窓口にも相談に来られておられる

方もございますけれども、本年９月に補正予算を計上させていただいている金額につきまし

ては、半年間で150万円。約75件を見込んでおりまして、年間に直しますと、約150件という

見込みを考えております。 

 以上でございます。 

下村議長 藤井本君。 

藤井本議員 今、年間で150件をまず10月以降見込んでいるんだという話を聞かせてもらいました。

私も、この補正予算には賛成をしておりますが、それはそれでいいとして、葛城市の現状に

ついてお伺いさせてもらいたいと思います。朝から阿古議員の質問の中にミニ開発の話があ

って、この年度は申請が多かったと、こういう話がございましたけども、直近の、ここ２、

３年で結構でございます。葛城市で家というのはどれぐらい建っているのか。それを見なが

ら、この数字というものを立てられたのであろうと思うわけですけども、そこを教えていた

だきたいと思います。 

下村議長 吉村企画部長。 

吉村企画部長 近年の住宅の新築件数につきまして答弁させていただきます。 

 税務課の新築に係る評価件数でお答えさしていただきたいと思います。平成24年度におき

ましては149件、平成25年度におきまして193件となっているところでございます。 

 以上でございます。 

下村議長 藤井本君。 

藤井本議員 その年度その年度によって、先ほど朝からの生野部長の答弁じゃないですけども、この

年は多かった、この年は少なかったということがあろうかというふうに思います。しかし、

年間で、今、予想を立てられているのは年間150件を予想している。去年が家が建ったのが、

平成25年度は193件。その前が約150件。どうなんでしょう。普通、何かをしようとしたとき

に、目標を立てるときは、今までの水準よりちょっと多めの目標を立てるわけですが、去年

平成25年度は193件あったと、それなのに、今度150件を予算計上している。計画をしている、

予想をしていると、こういうことですね。それだけ、今後、建築をされるという件数がいわ

ゆる人口減少というものを重きに見られているのでしょうか。 

 ちょっと、ここは何でかなと私は思うんですよ。去年190件、200件ほど建っている。それ

で家を建ててもらうのを促進しましょうと言いながら、150件しか計画をしていない、そこ

には何らかの要因があるのですか。今、もう答えは求めませんから、ここはもう少し大胆な

方がいいんじゃないかというふうに考えております。 

 私もこれを質問をさせていただきますのに、葛城市が奈良県の中で、これトップじゃない

んですよね。大和郡山市では、転入・定住・家族の絆応援助成金というものを実施をされて
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います。ここは、20万円というものの助成がございます。ただし、転入の方に限られていま

す。また、年代も40代以下の方という年齢まで決められている。そういう方を対象とされて

いるというようでございます。また、20万円とは別に、義務教育終了前の子どもさん１人に

つき５万円。ということは、例えば子どもさんが２人おられて転入された場合は、30万円と

いうものが支給をされる。どういう形で支給をされるかというと、地元大和郡山市で使える、

市内のお店か大和郡山市でしか使えない商品券として配られているというものです。 

 宇陀市の方も同じようなことをされております。宇陀市の場合は、金額も違います。ここ

は、転入者は10万円、宇陀市民の方が家を建てられた場合は５万円交付をいたしますと、こ

ういうものでございました。ここも商品券で、宇陀市で使える商品券というもので、それを

お渡しされている。 

 ここで、質問に入らせていただきたいわけでございますけども、先に実施されている大和

郡山市、宇陀市のように、やはりお金で渡すよりも、この商品券で渡すということについて

はある一定の意義があるかというように思います。それを、先にやられているところも参考

にし、という答弁がありましたが、なぜされなかったのかというのと、この２万円について

は確かにもらえるということについてはこれはいいことやと思いますが、家を探して、どこ

かに住もうかと地域を探すときに、この２万円がそんなに魅力なのかどうかですね。ここを、

私はちょっと疑問に思っています。どういうところからこの２万円が出てきたのかと。今、

申し上げた大和郡山市は20万円、子どもさんがおられたら１人につき５万円ずつプラスしま

すよと。年齢制限等がありますが。宇陀市やったら10万円。これが正しいとかいいとか抜き

にして、ちょっとそこらと比較すると、２万円というのは少ない。本当に魅力あるのか。か

つ、そういう商品券ということについての議論はなかったのかということについてお伺いし

ておきたいというふうに思います。 

下村議長 山下市長。 

山下市長 藤井本議員から２万円の額が少ないんじゃないのか、インセンティブがないんじゃないか

ということと、何でまた大和郡山市とか宇陀市みたいに商品券にして、それを市内に還元し

ないのかということをおっしゃいました。 

 市役所の予算を組んで配るのは簡単です。しかし、それは市民の皆さんから預かった税金

でございますから、できるだけ、市民の皆さんから預かった税金を大事に使っていこうと思

って考えたときに、私は、そうだと、市の事業だけじゃなくて、協力をしていただけるよう

な企業と一緒にやればいいんじゃないかなと思って、全国で初めての試みでございましたけ

れども、市としては２万円だけ現金でお渡しをさせていただく。これは、インセンティブに

はならないだろうなとは思いましたけれども、しかし、葛城市に来ていただいて、葛城市に

家を建てていただいた場合は２万円ということを考えさせていただきました。企業にご協力、

今回、とりあえず入り口としてご協力をお願いをしてまいったのが、南都銀行、奈良中央信

用金庫、大和信用金庫、ＪＡならでございます。この４行の担当者と昨年11月、12月ぐらい

から協議を重ね、そこに山本部長や企画部長も入り、また、住宅担当の責任者も入っていろ

いろと検討をさせていただきました。 
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 初めに、企画部長が申し上げたように、初めは私の方も、住宅ローンの利子補給というと

ころから考えさせていただいたんですけども、最終的に、各行から、我々もご協力をさせて

いただくから、市の方からは、市としても入ってこられた方々に対して、インセンティブと

して何か考えていただいた方がいいというサジェスチョンというかご提案があったわけでご

ざいます。 

 それで、葛城市からは２万円。企業、今、申し上げました金融機関でございますけれども、

店頭金利から、住宅ローンを組んでくださった場合は、1.5％を引きましょうという、とん

でもないご提案をいただきました。3,000万円、30年で借りていただきますと、約元本、金

利合わせまして、どのくらい安くなるのかということを計算をいたしましたら、864万円安

くなります。だから、市が入り口でこれを10万円、20万円といって積むよりも、最終的には

家を買われた方は、3,000万円借りられた場合ですけども、860万円以上も安く家を購入する

ことができるという、ほかのところでは決してまねのできない商品を、葛城市としてはつく

り上げることができたというふうに思ってます。 

 市の単独でやるんでなくて、やはりそこに協力をしてあげようという企業があって初めて

これはできた。それは今まで葛城市が基金を積み立てさせていただいて、それを預けさせて

いただいた。今、50億円近くございますけれども、それを預けさせていただいたり、また、

事業をする場合に、縁故債という形でその企業から借り入れをさせていただいてるというお

つき合いがあってこその、そういうご協力をいただけたものだというふうに思っています。 

 私は、今、担当者に対して、これは入り口だよと、これから葛城市に住んでいただく人に

対して、いろんな企業から葛城市に住むと、例えばこういうサービスをしますというような

ことを提案いただけるようなキャンペーンを考えないかということを今、申し上げておりま

す。２年後にはマイナンバー制度というものが出てまいります。カード１枚を持っていろん

なサービスが受けられるような社会になれば、私はもっと利便性が上がるなというふうに思

っておりますけれども、その入り口として、この、すむなら葛城市キャンペーンというのを、

ぜひこの突破口として進めさせていただきたいというふうに思っております。 

 それと、なぜ、少なく150件ぐらいしかということでございますけれども、初めてのこと

でございます。どのくらい来るかわからないので、たくさん応募があれば、当然、議会の皆

さん方もふえることであれば反対はされないだろう、だから補正予算で対応させていただこ

うということで、入り口を小さく見させていただいたということでございます。 

下村議長 藤井本君。 

藤井本議員 考え方、本当にすばらしい。人口問題等、また、葛城市の魅力発信ということについて、

私は、本当に協力をしてまいりたい、一緒になってやっていきたいなと、このように思って

ますけども、ここからが問題です。私は、ここで本当は終わろうと思ってたんですけども。 

 大和郡山市が助成金をされているというので、大和郡山市と話をしてたんです。そしたら、

大和郡山市はこれ以外にも、先ほど助成以外にも金融機関、あそこは奈良信用金庫さんとい

うのが本店があって、指定金融機関になっています。聞いてもいないのに、向こうから教え

ていただいたわけですが、同じように、指定金融機関になっている奈良信用金庫では、住宅
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のローンの適用金利よりも0.1％引き下げてもらう、こういうこともやっておりますと向こ

うの担当者の人もおっしゃってました。 

 どういうことかなと思って、あそこは奈良信用金庫さん、指定金融機関になって、そこだ

けで南都さんもない、ほかもないということで。今、市長がおっしゃっているように、葛城

市の金融機関はみんな話をしてきたということについては、大変すばらしいんですけどね、

今おっしゃっているその1.5％引き下げることによって、3,000万円を借りて、30年借りると

800何万円得やと、これを大々的に言うということについては、私はお願いなりご指摘をし

ておきたいと思う。 

 なぜかというと、今の金利情勢ですね、私、葛城市を回ると迷惑になったらあかんのでほ

かのところへ行きましたけども、今、住宅ローンの金利のパンフレットをくださいと言って、

金融機関に行くと、このパンフレットでしたら、マイナス1.95％にするところもあるし、マ

イナス1.7％下げるところもありますよ。これが今の金利情勢なんですね。普通の人が金融

機関に行って借りて、金利のパンフレットをくださいと言うと、これが置いてある。 

 何を言おうとしているかというのは、皆さんわかっていただけるかと思うんですけども、

そしたら基準金利とは何だということになるんですけども。葛城市では聞いていません。大

和郡山市なり奈良なり宇陀市なり、金融機関に聞きました。いわゆる店頭金利、店頭に表示

している基準金利で融資をするときはあるのですか。今、そんなのないですねというのが答

えでした。 

 それで、私は、これはどうなっているのか、私も、知ってくれてはるように金融機関出身

者なので、ある程度の知識等は持っているつもりです。それで、どこへ聞いたらいいかな。

全国の銀行協会というのが東京にあるんですけど、銀行協会のそういう部署に電話で聞きま

した。そしたら、今、長期金利は下がっています、住宅ローンというのは非常に下がってい

る。基準金利、店頭金利というものはあるけども、そこから1.5％、２％下げる、いうのが

普通になっている。これは、非常にややこしいですねという話をしていましたけども。金融、

銀行協会の話なので、それは金融機関の戦略ですと。何％というものを提示しながら、そこ

からマイナス何％するんですというのが今、現在の金融機関のやり方だというお答えでござ

いました。 

 だから、今、おっしゃった、部長の答弁にもあったけども、市制10周年のときも、声高ら

かにお話をされてました。考え方、やったことは私は本当にすばらしいことやと思うけども、

800何万円得をする。例えば、片方で1.7％、基準金利よりもマイナスですよというパンフレ

ットがあって、葛城市のこの事業1.5％ですよ。こうなってくると、どっちが得かと、ここ

を考えたときに今、現在800何万円得ですというのは、結果として、やってることはすばら

しくても、訴えてることは、正しくない。そこを考えて、今後、大勢の前で、たくさんの方

の前でお話をされる、紹介をされるわけですので、ご指摘もしながら、ご注意をお願いして

おきたい、このように思います。 

下村議長 時間が余りございませんので、簡略にお願いします。 

 山下市長。 
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山下市長 ありがとうございます。さすが、金融機関出身の藤井本議員でございます。誰でもその金

利でじゃあ借りれるわけでございますね。パンフレットが置いてあるから、誰でもその店頭

金利から1.7％か２％下げた値段で借りれるというローンだというふうに、藤井本議員は表

現をされたように思いますけれども、そうじゃない、やはり銀行に置いてあるところは、今

までのおつき合いであったりとか、いろんな審査があって、その中で、その金利で借り入れ

る方もいらっしゃれば、そうでない方も当然いらっしゃるわけでございます。ですから、も

ちろん、長いことその銀行でおつき合いをされたりとか、所得が高かったりとか、住宅ロー

ンを組まれて、返済が滞ることがないだろうという審査が通りやすい方は、優遇された金利

で借りられることは十分できるだろうと思いますけれども、それは1.5％よりもより高い金

利を下げてもらったところで借りていただいたらいいというふうに、私も思います。でも、

そうじゃない方もいらっしゃる。そういう方々にとっても1.5％は引いていただけるという、

これはインセンティブになるんじゃないかなというふうに思いますけれども、いかがでしょ

う。 

下村議長 簡略にお願いします。 

 藤井本議員。 

藤井本議員 おっしゃるように、確かに、全部のお客さんが、銀行に行かれたお客さんがその基準金

利よりも1.7％、ここであったら、1.7％、1.8％とこう表示ありますけども、それは全ての

方がそうなるかどうなるか、これは私もわかりません。 

 しかし、パンフレットを置いてあるんですよね、銀行のところに。これが例えば、私が言

おうとしているのは、1.3％とかのパンフレットが置いてあって、それで葛城市が、市長が

話をされて、1.5％というのであれば、先ほど利子補給の話もありましたけど、これは魅力

ありますよ。そやけども、例えば、葛城市特別住宅ローンというような名前のものが、勝手

につけましたけど、これ1.5％やと。これも審査が銀行であるわけですわな。審査なしで誰

でも1.5％で借りれるということは絶対あり得ない。皆、審査あるわけです。 

 だから、今、金利状況というのは、全国的にこういうものだ、その中で、800何万円は得

するというのは、私は、表現として間違っていると思います。ここは、少し、ご検討いただ

いて、今後そういう誤解を招かないように、せっかくいいことをされて、視点としていいも

のやと思ってますけども、800何万円も得するんです、全てがそうでもないし、今現状、そ

の店頭金利、店頭に表示している金利で貸し出しをしている金融機関というのはほぼないと、

こういうことでございますので、そのことをご忠告を申し上げたいと思います。 

 以上で終わります。 

下村議長 藤井本浩君の発言を終結いたします。 

 ここで、暫時休憩いたします。 

      休 憩 午後３時０２分 

      再 開 午後３時１０分 

下村議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 最後に、15番、白石栄一君の発言を許します。一問一答方式で行われます。 
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 15番、白石栄一君。 

白石議員 議長の許可を得まして、一般質問をさせていただきます。私の質問は、新道の駅建設事業

についてであります。質問の詳細については、質問席にて行わせていただきます。 

下村議長 白石君。 

白石議員 質問に先立ちまして、議長から許可をいただいておりますパネル５枚と、それからこの平

面図のパネルの縮小版をプリントをいたしまして、配付をいたします。これについても議長

の許可を得ておりますので、よろしく取扱いお願いいたします。 

下村議長 許可いたしますので、配付してください。 

（資料配付） 

下村議長 行き渡りましたね。 

白石議員 それでは、再開をして、質問に入らせていただきます。 

 まずは、新道の駅建設事業の事業費、当初18億円でありました。また、違法盛り土部分の

この競売による落札、あるいは隣接する民有地の買収等による吸収源対策公園緑地事業等が

進められるわけでありますけれども、道の駅とは直接関係はないけれども、関連をして事業

が進められることになっております。これらの関連した事業費について、順次お伺いをして

まいりたい、このように思います。 

 平成23年10月25日、地域活性化新道の駅建設事業計画案が都市産業常任委員会に初めて提

案をされ、平成24年２月23日には都市再生整備計画が策定されました。そして、今日まで３

年間余りがたちますが、その間、施設の規模や内容、配置が決まらずに、事業主体や経営分

析も定まってきておりません。そして、記憶に新しいわけですが、平成26年３月には、交流

広場部分は公園事業で実施をするとして、事業面積２万1,000平方メートルから違法盛り土

の区域やその隣接地等を含む５万3,000平方メートルを一体整備をするとして、７万4,000平

方メートルに拡大をされたわけであります。 

 ところが、それも、半年もたたないうちに、この６月あるいは９月議会には、公園事業に

よる一体整備は間違っていた、もとの都市再生整備事業計画にまた変更をすると、こういう

ことが説明され、交流広場部分が２万1,000平方メートルに、また戻ったわけであります。

まさに、施設の規模や内容や配置、そして事業計画、事業手法、事業面積もころころと変わ

ってきたわけであります。具体的にパネルを使ってご説明をしたい、このように思います。 

 ここに当初の新道の駅事業計画の場所と事業面積が、地図をつくってまいりました、３万

3,000平方メートルであります。この地図が３万3,000平方メートルの地図であります。これ

がこの３月の時点で、総事業面積８万6,000平方メートルとなる一体整備を行うということ

で拡大をされた。それが、この違法盛り土部分４万2,990平方メートル、隣接する土地6,840

平方メートルとあわせて、８万6,000平方メートルに事業が拡大されるんだ、こういう説明

があったんですね。 

 ところが、さきの９月定例議会で、いやいやあれは間違いだった、また、この３万3,000

平方メートルに戻すんだと、こういうことであったわけであります。 

 さらに皆さん、お手元に配付しております資料ですね、平面図があります。これについて
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は、計画がどのように施設の規模や配置が変遷してきたか、このことを見ていただくために

つくってまいりました。左の肩に、提出をされた当時の年月日が書かれてあります。一番古

い分からいきますと、平成23年５月、これは検討委員会やワーキング会議をやられる中でつ

くられた、その業務委託された計画案であります。施設は、道の駅の管理事務所は交流広場

部分にありますけれども、それぞれ分散をして、この配置をされています。このときには、

一番上部には、展望レストランも高台にありました。 

 それが、平成23年10月25日初めて都市産業常任委員会に提出された、この平面図によりま

すと、これも分散はしておりますけれども、配置がもう全く変わってきていますし、レスト

ランがなくなってきていると、こういうことになっているわけであります。 

 さらに、平成24年２月23日、このときに都市再生整備事業計画が策定をされ、改めて資料

が提出をされたものであります。これもまた、分散型になっていますけれども、依然として

道の駅の管理事務所は交流広場部分に建設される予定であると。当然、地産地消レストラン

はなくなってきていると、こういうことであります。 

 そして、一番最後に、直近の、平成26年６月25日の総務建設常任委員会に提案をされた、

この土地利用計画平面図であります。これについては、施設については、商業施設について

は、明確には書かれていませんけれども、中央部分の黄色いところにＬ字型の一体型の商業

施設が配置をされる、こういうことになってきた。大体、これがこの間の６月の定例会や９

月の定例会での議論の中で、固まってきたものではないかと思います。 

 しかし、このように施設の配置、規模、内容そして事業面積がどんどん変わってきている

わけであります。 

 私たちはこの議会の中で、これは一体どうなっているんだ、事業面積はふえ、そして施設

の規模もふえてくる。これから事業費はどのようになってくるんだろうか、こういう危惧が

生まれてまいるわけであります。 

 この12月５日の総務建設常任委員会協議会において、理事者側から建設資材の高騰や用地

買収費の増額等によって当初の18億円の事業費は20億円程度に膨らむ、こういう報告がされ

ました。まさに恐れていた事業費の増額が正式に浮上してきたわけであります。しかし、私

は、この３万3,000平方メートルの道の駅並びに交流広場部分の事業費が20億円で済むのか、

また、関連施設の整備、造成等々がどの程度膨らんでいくのか、これは大変な問題だという

ふうに思います。 

 そこで私はまず、新道の駅建設事業費に限って、まず、お伺いをしておきたい、このよう

に思います。報告では、20億円程度になっているということがありました。当初の計画から

してどのようになっているか、増額あるいは減額されているかということをお伺いしてまい

りたいと思います。 

 まず第一は、測量設計等委託料についてであります。これは、当初の計画では8,000万円

でありました。次に、広場、公園あるいは建物部分の造成あるいは分水の工事等の造成工事

費であります。これは当初８億4,770万円程度だったと思いますが、これがどのように変わ

ってきてるのか。減っているのかふえているのか。 
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 さらに、用地の買収費等についてであります。これは、当初４億6,500万円であったとい

うふうに思うわけでありますが、これが１億円余りふえるというふうにも聞いておりますが、

どの程度になるのでしょうか。また、注目の商業施設であります。当初1,575平方メートル

のものが、１階が2,300平方メートル、２階が800平方メートル、合わせて3,100平方メート

ルに拡大をされました。当然、建設費はふえるわけでありますが、どの程度ふえるのかお伺

いをしたいと思います。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 ただいまの白石議員のご質問でございます。新道の駅の建設事業の経費の増加に

ついてお聞きしていただいたと思います。 

 まず最初に平成24年６月現在の、今現在、新市建設計画で上がっておりますこの新道の駅

の事業、18億3,796万1,000円についてご説明を申し上げたいと思います。 

 その内訳といたしまして、人件費が１億1,007万7,000円でございますので、実質事業費に

つきましては、17億2,788万4,000円になろうかと思います。その中で、工事費と測量設計に

つきましては、概算でございますが約６億5,000万円。そして建物につきましては、先ほど

来申されましたように、地域交流施設につきましては、この当時1,575平方メートルであり

ました。そして、道路情報施設につきましては635平方メートルということで、合わせまし

て2,210平方メートルの建築面積であったわけでございます。用地につきましては、ご指摘

がありましたように、４億6,500万円ということで、その他を合わせまして17億2,788万

4,000円の事業費になっておるわけでございます。 

 なお、今、12月で、新市建設計画の補正をお願いしておるわけでございますので、金額は

具体的に申すわけにはいきませんが、建物については以前より１階が2,300平方メートル、

２階が800平方メートルということで、合わせて3,100平方メートルという説明をいたしてお

ったわけでございまして、このたびまだ、今のところ案ではございますが、床面積等がおお

むねまとまってまいりましたので、今現在の床面積、建築の面積じゃなくして、床面積に対

しましての割り振りをお答えいたしたいと思います。 

 地域振興棟の１階部分につきましては、1,891平方メートル。２階部分につきましては688

平方メートルで、合わせて地域振興棟につきましては2,579平方メートルでございます。な

お、その場所に道路情報棟施設が一部併設いたしますので、それが278平方メートルでござ

います。そして、あと、道路情報棟につきましては、一部場所が変わりまして、今、白石議

員お配りいただきました、皆様方、地図を見ていただきたいと思いますが、この一番右の道

から真ん中の園路から右側部分に道路情報棟とトイレを併設いたしまして、それが、260平

方メートルでございます。今、申しました全て、そして駐輪場が90平方メートルと、全て合

わせまして3,207平方メートルの床面積を今現在予定いたしておるわけでございまして、あ

と、この部分につきましては、17日開催の総務建設常任委員会で新市建設計画の変更の中で

詳しく申し述べたいと思いますので、この場では、協議会で申しました約20億円余りという

ことをお答えさせていただきまして、ご理解をいただけたらと思います。 

 以上です。 
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下村議長 白石君。 

白石議員 本定例会における総務建設常任委員会で改めて20億円に増額された内容について説明、報

告されるということで、本日の答弁についての詳細は控えさせていただくということであり

ます。しかし、私は、現時点で、実際に、測量設計等の委託料がどのようになってきている

か、この点をまずお伺いをしたいというふうに思います。 

 当初、測量設計等の委託料について8,000万円だったわけであります。実際にこの間、平

成25年度の執行状況、発注済みの事業が、試算してみますと１億4,000万円弱ぐらいになっ

ているんではないかというふうに思うわけであります。これは、この建築設計とか運営計画

とか用地等の鑑定費であります。この点で、測量設計等の委託料については、執行された現

況からしておおよそ１億4,000万円程度、いやいや、6,000万円程度ふえているんではないか

と、このように思うわけであります。この測量設計の委託料について、いやいや１億円ぐら

いふえるんだ、いやいやまあ大体6,000万円ぐらいだ、という範囲の中で、現況を見た限り、

ふえるんじゃないかというふうに思うんですが、いかがでしょうか。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 測量設計についてでございますが、確かに白石議員おっしゃいましたように、当

初の8,000万円から１億円、今、申されました額を執行いたしておりますので、その分が増

加はいたしておりますが、あと、測量設計については全て契約も終わっておりますので、今

後、執行する見込みがないということでございます。 

 以上です。 

下村議長 白石君。 

白石議員 生野部長の答弁のように、ほとんど執行されているわけですから、それだけ見てみまして

もやはり6,000万円、あるいはそれ以上増額になっていると、こういうことであります。 

 造成費等の工事費についてお伺いしたいと思います。これについては、私は、当初の見込

みが非常に甘かった、多いんではないかというふうに思っているわけでありますけれども、

平成24年３月の都市再生整備事業計画では、約８億4,000万円程度が予定されていたわけで

ありますけれども、この分については、分水工事が既に発注をされております。この分水工

事については、メートル30万円、いやメートル50万円でしたか、それが700メートルという

ことでありますので、3,500万円ですか、の予定だったわけですが、実際に発注された金額

というのは、この6,900万円。3,400万円ぐらいはふえている。しかし、大体、この３億円か

ら４億円ぐらい多く見込まれているので、この造成費については相当圧縮できるのではない

かというふうに思うのですが、この点、部長はいかがお考えか。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 確かに、白石議員ご指摘のように分水工事につきましては、若干の増額があった

わけでございます。今現在、一部造成といいますか、の工事に一部入っておるわけでござい

ますが、その契約が約5,000万円ということでございまして、ご指摘のように造成費につい

ては、幾ばくかの金額の減額をお願いするという予定をいたしております。 

 以上です。 



－93－ 

下村議長 白石君。 

白石議員 次にまいりたいと思います。 

 建物の建築費についてであります。先ほど部長の方から、詳細な答弁をいただいたわけで

ありますけれども、改めてその内容についてお伺いをしておきたいと思います。 

 道の駅の管理事務所あるいは交流広場の観光交流センターやまちづくりセンターなど、約

3,000平方メートル余り、延べで、そういう状況であります。大体、平方メートル20万円と

すれば、やっぱり６億円ぐらいの事業費になるのかな、こういうふうに思うわけであります。

平成24年３月の都市再生整備計画では、４億6,216万円が予定されていたと、このように記

憶をしているわけでありますが、それからすると、１億4,000万円あるいはその物価の、資

材の高騰や人件費の高騰を含めていませんので、やはり２億円、もっと建築費がふえるので

はないかというふうに思います。 

 当初の事業計画からして、どの程度、２億円超えるのかあるいはそれを下回るのか、この

点についてお伺いをしたいと思います。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 当初の計画につきまして、今、白石議員、４億幾らとおっしゃったと思うんです

けども、18億円、当初の事業費のときの建物の建築費用につきましては、道路情報棟部分、

そして地域振興棟施設を合わせまして５億4,200万円という分を計上させていただいておっ

たというように思っているわけでございまして、この部分で、建築面積につきましては、

2,210平方メートルであったわけでございまして、坪単価に直しますと約80万円。今後、

3,207平方メートルという形で床面積を、私、申したわけでございますが、当然、ご承知の

ように建築面積になりますと若干上がるかなという、面積はふえるかということになろうか

と思います。 

 そして、この地域振興棟につきましては、下屋と申しますか、ひさし部分も当然建築に入

るわけでございますので、この部分につきましては、今現在、設計の予備の段階でございま

すので、若干、下屋部分の面積も建築確認には必要になってきますので、その部分がふえる

ということでございまして、今おっしゃっている中で、２億円ふえるかどうかの件でござい

ますが、これにつきましても、17日開催の総務建設常任委員会でご報告をいたしたいという

ように思っております。 

 以上です。 

下村議長 白石君。 

白石議員 ２億円ふえるかどうかについては、これは総務建設常任委員会で報告させていただくとい

うことでありますので、これは改めて総務建設常任委員会において、この審査をしていただ

きたい、このように思います。人件費や資材の高騰並びに建築面積の拡大によって、建築費

の増嵩はこれはもう避けて通れない、こういう状況であります。 

 次に、用地の補償費等についてお伺いをしてまいります。 

 用地については、平方メートル１万5,000円、３万3,000平方メートルで、約５億円が予定

をされていたわけであります。この間、前任者の答弁では１億2,000万円程度、用地買収費
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でふえてくると、こういう答弁がありましたし、また先般の総務建設常任委員会協議会でも

話がありました。増額されるということだと思います。実際、どの程度、用地買収費あるい

は補償補てんがふえるのか。私は、６億円程度になるのではないかと、１億円程度ふえるの

ではないかと、このように思っているわけでありますが、この点いかがでしょうか。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 用地費についてのご質問でございます。用地費につきましても、当初、平成24年

６月の予算計上といたしまして、今、議員おっしゃいましたように４億9,950万円の予算を

計上いたしておりました。用地買収の面積につきましては、事業面積1.2ヘクタールと2.1ヘ

クタールということで3.3ヘクタールということが話しさせていただいていると思うんです

けども、その分につきましては、道路等の面積も含んでおりますので、実際の用地買収面積

につきましては、２万9,092平方メートルになるわけでございまして、当初の予算からいき

ますと、今、白石議員おっしゃいました平方メートル１万5,000円の分につきまして、大体

坪単価で申し上げますと、５万6,700円の単価を維持して、単価部分の予算を持っておった

わけでございまして、申し上げましたように、若干の用地買収費の増額もお願いしたいとい

うことになるわけでございますので、これにつきましても、17日開催の総務建設常任委員会

で詳しくご説明をさせていただきたいというように思います。 

 以上です。 

下村議長 白石君。 

白石議員 次に進みます。 

 当初の、この５億円の予定の中に、家屋の補償補てん費が幾ら入っていたのか。実際に、

用地の買収費はどれほど予定されているのか、お伺いをしておきたいと思います。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 補償につきましては、家が１件、そして社会福祉施設が１件と、あとその他工作

物が２件あるわけでございまして、その分につきまして、今、最終的な契約についてあと１

件、最終的なものは残っておるわけでございますが、その分も踏まえまして、何分、補償に

つきましては、個人の関係もございますので、個々の分の発表は避けたいと思います。また、

用地につきましては、全て終わった段階ということになりますので、用地については全て終

わっておりますので、それにつきまして総額を、これも同じく17日の総務建設常任委員会で、

総額を公表いたしたい、というように思います。 

 以上です。 

下村議長 白石君。 

白石議員 平成25年度の決算では、建物補償ですね、補償補てん賠償金として７件、7,800万円余り

が執行されております。これは大体この７割分だというふうに思っているわけでおりますの

で、更にこの費用はふえているというふうに思いますし、先ほど、その社会福祉法人が契約

になったんですか、そういう方向でありますので、これは当然、非常に大きな金額になって

くるのではないかと、いうふうに思います。 

 ちょっと答弁されなかったんですが、当初の５億円の中には、その建物等の補償費は含ま
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れていたんですね。 

下村議長 一旦、ちょっと今、調べているような感じなので。 

 次の質疑、行けませんか。続いて行ってください。 

 白石議員。 

白石議員 それでは、次の質疑をしたいと思います。 

 道の駅本体については、以上であります。 

 次に、本体と関連をした吸収源対策公園緑地事業やオンランプの整備、あるいは県道の拡

幅工事などの周辺道路の整備です。あるいは、先般の６月でしたか、９月でしたか、議論の

中で、違法盛り土の隣接地を買うということについて、修景も含めてやるんだと、こういう

ふうに言っておりましたけども、吸収源とは別に、また修景工事をやるのか。そういう費用

について、どの程度費用がかかるのか。測量設計等の委託料あるいは用地買収費、そして造

成費等、お答えをいただきたい、このように思います。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 ただいまの、吸収源対策の部分からお答えをさせていただきたいと思います。 

 この違法盛り土解消部分につきましては、奈良県と市で合同で行う予定をいたしておるわ

けでございまして、今、おっしゃいましたように、違法盛り土の部分は当初、競売で落札い

たしました４万2,990平方メートルと、吸収源対策公園緑地事業として用地買収を予定いた

しておりますのが6,840平方メートルでございます。旧當麻町所有の大池が3,368平方メート

ル、合わせまして５万3,200平方メートルでありまして、平成26年度に、この用地の測量設

計を発注をいたしたわけでございまして、今現在につきましては、奈良県におきまして、北

側斜面の保全工事に伴う測量設計を発注されております。その中で、それにつきましては、

平成27年３月末に完了予定と聞いておりますので、今年度内に葛城市と県と協議を行いまし

て、事業費を算定する予定でございます。 

 そして、オンランプの件につきましては、南阪奈道路へのオンランプでございまして、こ

の件につきましては、奈良国道事務所、ネクスコ西日本、奈良県そして葛城市と今、協議を

行っておるわけでございまして、経費的なものについてはまだ煮詰まっておりませんので、

わかり次第、ご報告を申し上げたいというように思います。周辺道路の整備の県道部分とそ

れにつきましても、今現在発注いたしております設計の中に入っておりますので、その工事

費についても、今現在確定はしておりませんので、この場ではお答えすることができません。 

 以上です。 

白石議員 修景等について。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 建物部分の西側の修景部分につきましても、設計発注はいたしておりますので、

設計でき次第、金額が積み上がってくるかというように思います。 

 以上です。 

下村議長 白石君。 

白石議員 主な点について、測量設計等委託料並びに整備工事、あるいは用地買収費等お伺いをいた



－96－ 

しましたけれども、全く概算についてもお答えにならないわけであります。これ、道の駅に

関連して、この道の駅がなかったら、オンランプも要らない、修景も要らない。吸収源は百

歩譲って違法盛り土部分をやるということにしても、これはもう本当に事業費がかさんでく

るわけであります。県道の拡幅のために既に消防署の東側の用地、そして県道の交差部分の

２筆等もう購入しているわけですね。もうどういう事業をやられようとしているのか。事業

費の概算もない。これでは、それは、我々、実際にこの道の駅事業をやっていく上で、本当

に適当なのかどうか判断しようがない。もうどんどんどんどん、どんどんどんどん、それこ

そ市民の皆さんの貴重な税金なんですね。国民の税金が、つぎ込まれるんですよ。先ほども

そういう議論がありました。規模が違いますね。億単位の規模でどんどん事業費が膨らんで

きている。もうこれは、当然そうなるんじゃないですか。10億円ぐらいふえるんじゃないで

すか。お答えいただきたいと思います。 

 以上です。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 先ほど申し上げましたように、人件費を含めまして18億円が、人件費を含めまし

て20億円程度ということでございますので、詳細については、総務建設常任委員会でも報告

させていただくということでございます。その他事業につきましても、今現在、積み上げの

最中でございますので、到底、今、議員おっしゃっているようにそういう10億円も上がるこ

とはございませんので、ご了解をいただきたいと思います。 

下村議長 白石君。 

白石議員 大きく見積もって10億円と言いましたけども、まあさすがに10億円ということはありませ

ん。まあ半分ぐらいいくんでしょうかね。まあまあ大変な金額だと、私はこのように思いま

す。本当に我々議会や議員が、市民の皆さんの税金がどのように活用されるのか、この道の

駅にかかわって、どういう事業が行われ、どれだけの費用がかけられようとしているのか、

これは当然明らかにしていかなきゃならないし、市民の皆さんにお伝えをしていかなきゃな

らん、こういうことだと思います。そういう責務を果たさなきゃならないというふうに思い

ます。 

 引き続いて、本定例会における総務建設常任委員会において精査いただくことを求めてお

きたいと思います。 

 次に、事業計画及び事業手法等の変更の経緯、その理由についてであります。岡本議員の

質問の中にもありました。公園事業でやられる、公園事業で土地を買収した。それをしかし、

その半年もたたないうちに、これは間違いだった。公園事業を引っ込めて、都市再生整備事

業だということであります。 

 これ、間違いで済まない。どうしてこういう間違いをしたのか、やはり原因を明らかにし

ないと、また同じ間違いを繰り返すわけであります。どこで間違ったのか。私は不思議でな

らない。平成24年２月に都市再生整備事業計画がつくられた。平成24年から平成27年の４カ

年の事業でやるんだということです。この計画の前にあった山麓地域整備基本計画、クライ

ンガルテンと花の里、地場産業振興ゾーン、そして、平岡のソバの花咲く里などを、これら
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についても10億円程度ですが、都市再生整備事業計画を立ててまちづくり交付金事業でやり

ますということで、その流れでずっときたものが、部長がかわったからといって、公園事業

に変わった。これ、どうしてそうなったのか。ここの原因を明らかにしていただきたい。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 ただいまの白石議員の事業計画、事業手法がころころと変更になるというご指摘

でございますが、９月議会に白石議員の一般質問でも答えさせていただいてますように、当

初からこの平成24年３月に策定いたしました都市再生整備計画に基づいての事業でございま

して、決して都市公園事業ではないということでございます。 

 ただ、私、発言した職員の意図はわかりませんが、都市公園事業という発言をしたわけで

ございますが、その中で、一部、この中で事業用地を都市公園法で買収している事業地もあ

りますので、その関係上、その部分を都市公園事業というように申したと推測をいたしてお

るわけでございます。 

 なお、今後についても、この社会資本総合整備事業で道路附属施設、都市再生整備事業計

画で道の駅の交流広場等の事業を、先ほど申されてますように、平成24年度から平成27年度

ですので、来年度で完了するという予定をいたしておりますので、今後も変更することはご

ざいません。 

 以上です。 

下村議長 白石君。 

白石議員 そのことはもう既に答弁で聞いているんで。何で、都市公園事業で、この７万4,000平方

メートルですか、一体整備をして、建蔽率２％の基準を満たして、売店、飲食店等を建設す

る、ここまで明言している。ほとんどの土地は公園事業で買収したと、こう明言しているん

ですね。その生野部長はそれはおかしい、間違いやと言ったって、現実にそのように答弁し

ている。しかし、その原因、全くわからないまま、我々は、また都市再生整備事業計画で進

めるんだと、こんな唯々諾々とこれを認めていくわけにはいきませんやん。何でそうなった

んだということを明らかにしていただきたい。そのことを聞いているわけです。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 なぜそうなったかというご質問をされているわけでございますが、私自身もなぜ

そういう答弁をしたかという理解ができていないので、お答えすることはできません。 

 以上です。 

下村議長 白石君。 

白石議員 これはまあ部長は、その当時、この２年間空白があったわけで、そのようにご答弁される

のは仕方がないことかもわかりません。私は、このことについて、やはり総務建設常任委員

会の調査事項として、この点はやっぱり明らかにしていく必要があるというふうに思います。

議長において、この点、答弁できないということに対して、調査をしていただくように要請

をしておきたい、このように思います。 

 次に入ります。 

 都市再生整備事業計画と都市公園法による用地の取得等の問題についてであります。 
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 まず最初にお伺いしておきたいと思います。 

 都市再生整備計画は、どのような法の規定に基づいて策定されたのか、まずお伺いをした

いと思います。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 都市再生整備計画につきましては、都市再生特別措置法によりまして、都市の再

生の推進に関する基本方針等について定めるとともに、都市再生整備計画事業に基づく事業

に充てるための交付金の交付ということの中で、都市再生特別措置法で計画をいたしておる

ものでございます。 

 以上です。 

下村議長 白石君。 

白石議員 そのとおりだというふうに思います。国交省が発行しているこの資料でも、都市再生整備

事業計画とは、というところで、都市再生整備特別措置法第46条第１項に基づいて市町村が

都市再生整備事業計画を作成し、都市再生整備計画に基づき実施される事業等の費用に充て

るために交付金を交付します。旧まちづくり交付金事業だと、こういうふうに明確にしてい

るわけであります。 

 次に入ります。 

 土地の買収についてであります。土地の買収、これは土地収用法において、第２条は土地

の収用又は使用の中で、公益の利益となる事業の用に供するため土地を必要とする場合にお

いて、その土地を当該事業の用に供することが土地の利用上適正且つ合理的であるときは、

この法律の定めるところにより、これを収用し、又は使用することができると書いて、第３

条で、土地を収用し、又は使用することができる事業、こういうふうに書かれております。 

 当然、道路事業あるいはこの交流広場部分の事業も、この規定に基づいて土地の収用、買

収がされているわけであります。この土地の収用に当たって、やはり市民の皆さんにご協力

をいただく、こういうことで、特別な恩恵が得られる、こういう仕組みになっています。そ

れは、租税特別措置法の第33条の４の規定、5,000万円の特別控除が行われる。そして、租

税特別措置法第34条の２、これについては、1,500万円の特別控除が受けられる。こういう

規定になっています。とりわけ、租税特別措置法第34条の２の規定については、この事業の

計画、法律について明確に規定をされています。 

 都市再生整備事業計画は、先ほど部長は、都市再生整備特別措置法に基づいて計画をされ

ていると、こういうふうに言われました。この特別措置法を適用され、特別控除を受けるた

めに税務署協議もやっているわけでありますけれども、この税務署協議を行った中で、それ

ぞれ、この法律の根拠、法令根拠について伺いたい。道の駅部分あるいは交流広場部分、ど

のような法令に基づいて協議され、特別控除が受けられるよう協議されたのか、お伺いした

い。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 ただいまのご質問でございます。土地収用法第３条第１項の第１号の道路法の適

用が１つでございます。もう一つにつきましては、第32号の国又は地方公共団体が設置する



－99－ 

公園、緑地、広場等という中での協議を行っておりまして、幸い、白石議員が図面をお配り

していただきましてので、ご説明申し上げますと、道路法に基づく部分については建物から

県道よりまでの部分です。都市公園法による部分につきましては、この色つき部分について

の部分で協議を行っておるわけでございまして、なお、税務署との協議につきましては、事

業名称、社会資本整備総合交付金事業、道の駅整備事業で行っておるわけでございまして、

この社会資本整備総合交付金交付要綱の中で、これにつきましては、平成22年３月26日制定

で、平成26年３月28日に最終改正があったわけでございますが、この交付金事業の中に、道

路事業、都市再生整備計画事業、そして都市公園事業という項目が入っておるわけでござい

ますので、大きくはこの社会資本整備総合交付金事業といたしまして税務署協議を終えてい

るわけでございます。 

 以上です。 

下村議長 白石君。 

白石議員 税務署協議をされたこの内容、私は、道路法と都市公園法でされているんではないかとい

うふうに思います。本来、道路法と都市再生整備特別措置法を法令根拠として協議が行われ

るべきだ。これ、租税特別措置法の第34条の２、これ、明確に書いてますね。第２項の第10

号、地方公共団体又は都市再生特別措置法第118条第１項に規定する都市再生推進法人が同

法第46条第１項に規定する都市再生整備事業計画又は同法第81条第１項に規定する立地適正

化計画に記載された公共施設の整備に関する事業の用に供するために、都市再生整備事業計

画又は立地適正化計画の区域内にある土地等が、これらの者に買い取られる場合、というふ

うに明確に書いてある。第33条の４では、このように明確に書いておりません。 

 これは、私は、間違いだと思う。間違いは正さなきゃならない。社会資本総合整備事業、

これは、国が交付金事業を進めるに当たってひとくくりにしてそういう事業をつくり上げた。

しかし、法律は細かく書かれているんです。第34条の２、1,500万円の特別控除です。それ

を法令根拠として、都市公園法という形で5,000万円の適用を税務署と協議をして実施して

いるじゃないですか。これは間違いじゃないですか。間違いは改めなきゃならんじゃないで

すか。変更の申請をすべきじゃないですか。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 この税務署協議の中で、先ほど来申し上げておりますように、社会資本整備総合

交付金事業、道の駅事業で、根拠法令につきましては、道路法と都市公園法という形で協議

を行っております。なお、今、白石議員ご指摘のように、都市再生整備計画等も添付をいた

しましての協議を行っておりますので、提出も行い、協議も済んでおりますので、間違いじ

ゃないという判断をいたしております。再度、申し上げますが、都市再生整備計画も添付は

いたしております。 

 以上です。 

下村議長 白石君。 

白石議員 それは、都市公園法で購入して、実際に、都市公園として管理をする。あるいは、この施

行令に基づいて、売店や飲食店等を建蔽率２％の中で建設をする。そういうことであるなら
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ば、これは都市公園法を根拠にして、これは税務署も認められるでしょう。 

 しかし、実際には、建物は建蔽率60％以上いけまんねんと。2,300平方メートルいけまん

ねんと、こういう話ですよ。都市公園法で都市公園として管理するというわけではありませ

ん。しかも、私は、建物そのものも、これは都市再生整備事業計画で、これも租税特別措置

法の第34条の２に該当するものだというふうに思います。これ、変更するんですか。しない

ということですか。もう一回、聞いておきます。 

下村議長 生野都市整備部長。 

生野都市整備部長 根拠法令は道路法と都市公園法でございまして、建物部分については道路法で協

議いたしております。変更申請はいたしません。 

 以上です。 

下村議長 白石君。 

白石議員 わかりました。これは、私は、この２年間、１年間の中で、何が起こったのか、これを実

際に明らかにしないと、そういう道路法と都市公園法において、税務署と、この事前協議を

やっている。そして、平成25年にやっているんですよ。予算が成立した、その後５月に協議

しているんですね。そして、１年たったら、また、都市再生整備事業計画ですと、こうなる

んです。こんなおかしな話ないじゃないですか。都市公園法なんてどこから出てくるんです

か。あくまでも変更しない。それはそうでしょう。変更したら、これ税務署が、土地、協力

してくれはった人、行きますわな。5,000万円と1,500万円では大きな違いです。１億円の建

物でしたら、あるいは土地建物でしたら、やっぱり700万円ぐらいの違いはあります。誰が、

損害賠償すんねや。市の税金でできますか。これは議会の議決要るかもわかりませんね。 

 拒否されるということであるなら、これはもう仕方がありません。私は、議会の中で、委

員会の中で解決できるものは解決したい、このように思いますけれども、頑として変更しな

い、間違いない、こう言われたら、他の手段をとらざるを得ないということを述べておきた

い、こういうふうに思います。 

 以上であります。 

下村議長 白石栄一君の発言を終結いたします。 

 これで一般質問を終わります。 

 本日の日程は全て終了いたしました。 

 次の本会議は12月19日午前10時から再開いたしますので、９時30分にご参集お願いいたし

ます。なお、12月16日及び17日は各常任委員会がそれぞれ開催されますので、委員各位にお

かれましては、審査をよろしくお願いいたします。 

 本日はこれにて散会いたします。 

      散 会 午後４時１０分 


